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第１章 はじめに 

１ 策定の趣旨 

地域公共交通は、県民の日常生活の移動はもとより、県内の観光や産業を支える重

要な社会インフラです。 

しかし、人口減少や少子高齢化、マイカーに依存したライフスタイルの定着、コロ

ナ禍以降の生活様式の変化等により利用者が減少しており、また、運転士をはじめと

した運行の担い手不足など供給面での課題も顕在化し、地域公共交通を取り巻く環境

は厳しさを増しています。 

 このような状況に対応し、将来にわたって地域公共交通を維持していくためには、

交通事業者や行政等の関係者が、公共交通の将来目指す姿と、その実現に向けた施策

の方向性を共有し、連携・協働して取り組む必要があります。 

 これらを踏まえ、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律(平成 19 年法律第

59 号)」に基づき、「香川県地域公共交通計画」を策定します。 
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２ 計画期間と対象区域 

（１）計画期間 

 計画期間は、令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。 

なお、必要に応じて計画期間内での変更や計画期間の見直しを行う場合があります。 

（２）対象区域 

 計画の対象区域は、香川県全域とします。なお、地域区分は次のとおりです。 

 

表 1 地域区分と該当市町 

地域 該当市町 

小豆地域 土庄町、小豆島町 

東讃地域 さぬき市、東かがわ市 

高松地域 高松市、三木町、直島町 

中讃地域 
丸亀市、坂出市、善通寺市、宇多津町、綾川町、琴平町、

多度津町、まんのう町 

西讃地域 観音寺市、三豊市 

 

図 1 地域区分 
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（３）県内各市町の公共交通計画との関係 

本計画は、主に県内複数市町にまたがる幹線的な公共交通と、それに係る施策や事

業を対象とします。 

また、県内各市町の公共交通計画は、主に各市町内で完結する公共交通と、それに

係る施策や事業を対象としています。 

県と市町が連携・協働し、公共交通の維持・活性化に取り組むこととします。 

 

３ 計画の位置づけ 

 本計画は、「人生 100年時代のフロンティア県・香川」実現計画を上位計画とし、関

連分野の計画と連携し、整合性を確保した公共交通政策のマスタープランとして位置

づけます。 

なお、県内市町において、既に策定されている地域公共交通計画（前身の地域公共

交通網形成計画を含む）とも連携・整合を図ります。 

 

図 2 香川県地域公共交通計画の位置づけ 

 

  

《上位計画》
「人生100年時代のフロンティア県・香川」実現計画

《関連分野の計画》
• 人口
• 教育
• 福祉
• 環境
• ＤＸ
• 都市計画
• 道路
• 観光

《関連計画》
香川県における
鉄道の利用促進方策

県内市町の
地域公共
交通計画

香川県
地域公共交通計画

反映

連携・
整合

反映

連携・
整合

連携・
整合
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第２章 地域の概況 

１ 地理的特徴 

● 香川県は、日本で初めて国立公園に指定された瀬戸内海国立公園の中心に位置

し、四国の東北部にあります。地形は半月型で、南部には讃岐山脈が連なり、北

部には讃岐平野が展開しています。河川はおおむね讃岐山脈に源を発し、北流し

て瀬戸内海に注いでいます。 

● 面積は全国で最も小さく（1,876.87km2）、平地と山地はおよそ相半ばしていま

す。北は瀬戸内海をはさんで、瀬戸大橋で岡山県と結ばれ、東及び南は徳島県

に、西は愛媛県に接しています。 

● 四国における全国企業の支店や国の出先機関が香川県に集積しており、四国の玄

関口としても発展してきました。 

 

図 3 地勢図 

 
資料：国土地理院色別標高図 
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２ 人口 

● 本県の人口は、平成 11年の約 103万人をピークとして減少に転じ、令和元年の

人口は約 96万人と、平成 12年以来減少が続いています。 

● 現状のまま何ら対策を講じなければ令和 22年には 81万人を下回るとともに、

少子高齢化も進展していく見込みです。 

● こうした現状を踏まえ、県では、令和２年３月に「かがわ人口ビジョン」を改訂

し、令和 42年に人口約 77万人を維持するという目標を掲げ、人口の社会増と

自然減の抑制に努め、長期的には人口増への転換を目指すこととしています。 

図 4 本県の年齢区分別人口の推移 

 
資料：香川県『かがわ人口ビジョン（令和２年３月改訂版）』 

図 5 本県の人口の推移と長期的見通し 

 
資料：香川県『かがわ人口ビジョン（令和２年３月改訂版）』  
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● ＤＩＤ(人口集中地区)は高松地域や中讃地域に多く分布しています。 

 

図 6 人口分布とＤＩＤの状況 

 
資料：国勢調査（令和 2 年） 

  



7 

 

● ＤＩＤ（人口集中地区）の拡大は、高松地域や中讃地域に集中しており、鉄道

駅から離れた場所でも拡大がみられます。 

 

図 7 ＤＩＤの拡大状況 

 

  

 
資料：国勢調査（平成 12年、令和２年） 

  

丸亀駅 宇多津駅 

観音寺駅 

仏生山駅 



8 

 

３ 土地利用の状況 

● 県内の土地利用状況は、平野部を中心に建物用地が広がっているほか、建物用

地に田やその他農用地が混合しています。 

図 8 香川県内における土地利用状況 

 
                                資料：国土数値情報(令和３年） 

 
 

● 鉄道駅から離れた場所において、田やその他農用地から宅地等に転換している

箇所が多くみられます。 

図 9 平成 18年から令和３年の間に田や畑等から宅地等に転換した場所と、鉄道路線網 

 
                          資料：国土数値情報(平成 18 年、令和３年）  

※平成 18 年時点で田またはその他農用地であり、 
 令和 3年時点で宅地となっている 100m メッシュを抽出 
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４ 施設の立地状況 

● 比較的広域からの来訪が想定される大型小売店や第ニ次・第三次救急医療機関

は、高松地域や中讃地域に集中しており、その他の地域には点在しています。 

 

図 10 大型小売店（店舗面積 5,000 ㎡以上）・医療機関(第ニ次救急・第三次救急)の立地状況  

 
資料：香川県『第七次香川県保健医療計画』、東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2024』 
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● 大学・短期大学、専修学校・各種学校は、高松地域や中讃地域に集中しています。 

● 高校はまんのう町、土庄町を除く市町に立地しています。 

 

図 11 大学・短大・高校・高専・専修学校・各種学校の立地状況 
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５ 自動車交通の状況 

● 自動車保有台数は増加傾向にあり、令和４年度の 18 歳以上の県民 1 人あたりの

自動車保有台数は 1.004台となっています。 

 

図 12 自動車保有台数と県民(18歳以上)１人あたりの自動車保有台数の推移 

 

資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』、香川県『香川県人口移動調査報告』 
※自動車保有台数は事業用を含む 

 

● 一方で、運転免許の返納件数は令和元年まで増加し、その後ゆるやかに減少して

いますが、依然として高い水準にあります。 

 

図 13 香川県内における運転免許返納件数の推移 

 

資料：警察庁『運転免許統計』  
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● 市街地を中心としたバイパス整備や道路改良が進んでいます。 

 

図 14 過去 10年間に新たに整備された幹線道路 
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６ 県内の移動状況 

● 県内の市町をまたぐ通勤通学目的の移動を見ると、高松市、坂出市、丸亀市を中

心に周辺市町から集まる状況となっています。 

● 西讃地域は観音寺市と三豊市の両市間の移動が活発であり、小豆地域は町内完結

の移動が多くなっています。 

図 15 県内の市町をまたぐ通勤通学の状況 

 
資料：国勢調査(令和２年) 

 

● 県内の代表交通手段分担率の推移をみると、徒歩・自転車や鉄道・電車、バスの

割合が減り、自家用車・タクシー等の占める割合が増加しています。 

図 16 通勤通学における代表交通手段分担率の推移（香川県） 

 
資料：国勢調査（平成２年～令和２年）  
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● 鉄道駅付近では、通勤通学目的で鉄道を利用する割合が高い傾向にあります。 

図 17 通勤・通学目的の移動総数における鉄道の利用割合（小地域単位） 

 
資料：国勢調査(令和２年) 

 

● 一方、バスは通勤通学目的の利用割合が低い傾向にあります。 

図 18 通勤・通学目的の移動総数における乗合バスの利用割合（小地域単位） 

 
資料：国勢調査(令和２年)  

※利用交通手段別通勤通学者（９区分） 

 鉄道利用者数÷通勤通学者の総数 

 （鉄道と他の交通手段の乗継含む） 

※利用交通手段別通勤通学者（９区分） 

 乗合バス利用者数÷通勤通学者の総数 

 （乗合バスと他の交通手段の乗継含む） 
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７ 観光の動向 

● 古くから親しまれる「金刀比羅宮」、国の特別名勝に指定される「栗林公園」、日

本のウユニ塩湖と呼ばれフォトスポットとして人気な「父母ヶ浜」、中四国最大

のテーマパーク「ニューレオマワールド」等の観光地があります。 

● その他、讃岐うどんを楽しめる飲食店、お遍路の霊場などが各地にあります。 

● 瀬戸内国際芸術祭が３年に１回、瀬戸内の島々を中心に開催され、国内外から観

光客が訪れます。 

 

図 19 県内の主要観光地 

 
資料：（公社）香川県観光協会『香川県観光マップ』 

  



16 

 

● 県外観光入込客数は増加傾向にあり、令和元年には過去 2番目に多い 968万人

にまで達しましたが、新型コロナウイルスの影響により令和２年に大きく減少

しました。令和４年は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至ってい

ません。 

● 県外観光入込客の利用交通機関は、自動車の割合が増加し、公共交通の割合は減

少傾向にあります。 

 

図 20 県外観光客入込数の推移 

 

資料：香川県『香川県観光客動態調査報告』 

 

図 21 交通機関別県外観光客入込数の推移 

 

資料：香川県『香川県観光客動態調査報告』  
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● インバウンドの県内宿泊者数は、コロナ禍前まで大幅な増加傾向がみられました。 

 

図 22 香川県へのインバウンド宿泊者数の推移 

 

資料：観光庁『宿泊旅行統計調査』外国人の延べ宿泊者 

  

96

143
210

358

482

546

772

81

14
34

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

（千人）

（年）



18 

 

８ 災害リスクの高まり 

● 本県は、地震や台風といった自然災害が比較的少ないと言われていますが、近年

は国内各地で豪雨や台風による災害が多く発生しています。 

● 南海トラフ地震、中央構造線や長尾断層による直下型地震は、本県に大きな被害

を及ぼす可能性があります。 

● これまでに国内で起きた大規模な災害では、公共交通も大きな被害を受け、大幅

なダイヤの乱れや運休により、人々の生活や経済活動に混乱が生じました。特に

道路、橋梁、線路などのインフラが大きな被害を受けた場合は復旧までに長い時

間を要するケースもあります。 

● 新幹線は災害に強い輸送手段であり、大規模災害が起きた場合でも、比較的早期

に復旧しています。平成 30年７月豪雨で岡山県や広島県が被災し、ＪＲ山陽線

が寸断された際にも、山陽新幹線は通常運行を続け、通勤・通学の代替輸送手段

として機能しました。 

 

表 2 大規模地震発生後の沿線交通インフラの完全復旧日及び所要日数 

インフラ名 

東日本大震災 

（平成 23 年３月 11 日発生） 

熊本地震 

（平成 28 年４月 16 日発生） 

完全復旧日 所要日数 完全復旧日 所要日数 

高速道路 平成 24 年 12 月末日 
660 日 

（約１年 10 ヶ月） 
平成 28 年５月９日 25 日 

空港 平成 23 年９月 25 日 
198 日 

（約６ヶ月半） 
平成 28 年 10 月 15 日 

184 日 

（約半年） 

新幹線 平成 23 年４月 29 日 40 日 平成 28 年４月 28 日 14 日 

資料：四国新幹線整備促進期成会『新幹線を活かした四国の地域づくりビジョン調査報告書』 
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第３章 公共交通の現状 

１ 県内の公共交通ネットワーク 

（１）公共交通ネットワークの現状と役割分担 

● 鉄道や路線バス、コミュニティバス、高速バス、航路、航空路・空港リムジンバ

ス等が役割分担しながら県内の公共交通ネットワークを構成しています。 

 

図 23 県内の公共交通ネットワーク 
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● 利用者数は長期的に減少傾向の中、近年は横ばいでしたが、令和２年度から新型

コロナウイルスの影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 24 県内の主な公共交通の利用者数の推移 

資料：鉄道／四国旅客鉄道、高松琴平電気鉄道 

一般乗合、タクシー、フェリー・旅客船／四国運輸局『四国運輸局業務要覧』 
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（２）鉄道 

● 本県は面積あたりの鉄道営業キロが全国平均の約 1.8倍であり、四国４県の中で

は突出して高い状況です。 

● また、営業キロあたり乗車人員は 142.8 千人/kmと四国４県の中で最も多い一

方、全国平均と比較すると約７倍の開きがあります。 

 

表 3 鉄道の営業キロ・乗車人員の比較 

 
人口 

(千人) 

面積 

(km2) 

鉄道 

営業キロ 

(km) 

乗車人員 

(千人) 

面積 

あたり 

営業キロ 

(km/km2) 

営業キロ 

あたり 

人口 

(千人/km) 

営業キロ 

あたり 

乗車人員 

(千人/km) 

香川県 950.2 1,876.8 216.8 30,959 0.116 4.4 142.8 

徳島県 719.6 4,146.8 227.8 9,593 0.055 3.2 42.1 

愛媛県 1,334.8 5,676.2 324.9 29,236 0.057 4.1 90.0 

高知県 691.5 7,103.6 288.4 13,582 0.041 2.4 47.1 

全国 126,146.1 377,976.4 24,384.3 24,314,449 0.065 5.2 997.1 

資料：国勢調査（令和２年）、（一財）運輸総合研究所『都市・地域交通年報』(平成 31・令和元年版) 
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①ＪＲ 

ア 運行状況 

● 県内では３路線(本四備讃線除く)が運行されており、県外との広域移動と地域間

輸送を担っています。 

 

図 25 県内のＪＲネットワーク 

 

 

表 4 ＪＲの運行状況 

路線名 運行区間 県内区間・駅数 運行便数 

予讃線 高松～松山 
高松～箕浦 

(23駅) 

普 88.5 便(高松発着) 

特 24.5 便(高松発着) 

土讃線 多度津～高知 
多度津～讃岐財田 

(７駅) 

普 29.5 便(多度津発着) 

特 16.0 便(多度津発着) 

高徳線 高松～徳島 
高松～讃岐相生 

(20駅) 

普 27.5 便(高松発着) 

特 16.5 便(高松発着) 

※令和５年３月 18日改正のダイヤに基づく数値、便数は平日 
※「普」には各駅停車・快速を含む、区間便あり 
※「特」は特急を示す 
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イ 利用者数の推移 

● 利用者数は長期的に減少傾向の中、近年は横ばいでしたが、令和２年度から新型

コロナウイルスの影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 26 県内のＪＲ各駅における利用者数の推移 

 

資料：四国旅客鉄道 
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②高松琴平電気鉄道（ことでん） 

ア 運行状況 

● 県内では３路線が運行されており、長尾線、志度線が高松地域－東讃地域間、琴

平線が高松地域－中讃地域間で、地域間輸送を担っています。 

 

図 27 高松琴平電気鉄道のネットワーク 

 

 

表 5 高松琴平電気鉄道の運行状況 

路線名 運行区間 運行便数 

琴平線 高松築港～琴電琴平 64.5 便(高松築港発着) 

長尾線 高松築港～長尾 59.5 便(高松築港発着) 

志度線 瓦町～琴電志度 44.0 便(瓦町発着)    

※令和５年３月 18日改正のダイヤに基づく数値、便数は平日 
※区間便あり 
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イ 利用者数の推移 

● 利用者数は長期的に減少傾向の中、近年は増加傾向にありましたが、令和２年度

から新型コロナウイルスの影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 28 高松琴平電気鉄道各駅における利用者数の推移 

 

資料：高松琴平電気鉄道 
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（３）路線バス・コミュニティバス等 

ア 運行状況 

● 県内では５社の民間バス路線と市町のコミュニティバス等が運行しています。 

図 29 県内の路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー等の運行状況 

 

 

● 路線バスのうち、地域間幹線系統（地域公共交通確保維持事業の対象となる路線

バス系統。詳細は第７章を参照。）の路線バスが、高松や琴平、坂出、土庄、丸

亀の中心部を起点に運行しています。 

図 30 県内の地域間幹線系統の路線バスの運行状況 
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表 6 県内の地域間幹線系統 

路線名 運行区間 

●ことでんバス 

鹿角伏石駅線 瓦町～ことでん伏石駅～香川中央高校 

鹿角ゆめタウン線 高松駅～ゆめタウン高松～香川中央高校 

由佐線 高松駅～由佐～岩崎 

由佐空港線 高松駅～由佐～高松空港 

塩江線 高松駅～仏生山～塩江 

岩崎線 高松駅～仏生山～岩崎 

庵治線 高松駅～新開～庵治温泉 

医大病院線 高松駅～馬場先～ことでん高田駅 

●琴参バス 

美合線 琴平営業所～榎井～落合橋 

島田・岡田線 坂出営業所～島田～富熊西沖・ＮＥＷレオマワールド 

瀬戸大橋線 坂出駅～浦城～ＪＲ児島駅 

丸亀垂水線 丸亀港～垂水橋～丸亀港 

レオマ宇多津線 ＮＥＷレオマワールド～飯山市民総合センター～宇多津駅北口 

丸亀西線 労災病院～城西高校～労災病院 

坂出市循環バス（西） 坂出駅前～スーパーセンター宇多津～坂出駅前 

●小豆島オリーブバス 

南廻り福田線 土庄港～安田～福田港 

北廻り福田線 小豆島中央病院・土庄港～馬越～福田港 

●大川自動車 

引田線 高松～長尾～引田 
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イ 利用者数の推移 

● 利用者数は長期的に減少傾向の中、近年はやや増加傾向にありましたが、令和２

年度から新型コロナウイルスの影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

図 31 県内の路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー等の利用者数の推移 

 
資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』一般乗合旅客自動車運送事業の輸送実績の推移 

 

● 地域間幹線系統については、利用者の減少に伴い要件を満たさなくなったことな

どにより、対象となる系統数が減少しています。 

● 系統数の減少によるところもありますが、本県における地域間幹線系統の利用者

数は減少傾向にあります。 

図 32 県内の地域間幹線系統の利用者数と系統数の推移 

 
資料：香川県 ※国の事業年度(前年 10月１日～当年９月 30 日)単位で整理 
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ウ 収支状況・補助金 

● 県内の地域間幹線系統の収支は、経常費用が 7億円程度で推移していますが、経

常収益は令和２年度から新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて、減少傾

向にあります。 

● 地域間幹線系統の維持のため、県では、国の補助額を上限に、欠損額に対する補

助を行っていますが、国と県の補助金額の推移をみると、平成 29 年度以降は年

間 1.2億円程度で推移しているものの、令和２年度から新型コロナウイルスの感

染拡大の影響を受けて、やや金額が増加傾向にあります。 

 

図 33 県内の地域間幹線系統の収支状況の推移 

 
資料：香川県 ※国の事業年度(前年 10月１日～当年９月 30 日)単位で整理 

 

図 34 県内の地域間幹線系統の維持に係る県の補助金額と系統数の推移 

 
資料：香川県 ※国の事業年度(前年 10月１日～当年９月 30 日)単位で整理 
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（４）高速バス 

ア 運行状況 

● 高松駅や丸亀駅、観音寺駅などから関東以西の各地へ高速バスが運行していま

す。特に近畿地方は複数の事業者が運行しており、便数が多くあります。 

 

表 7 高速バスの運行状況 

地域 行き先 

四国内 徳島市、松山市、高知市 

中国地方 広島市 

九州地方 北九州市、福岡市 

近畿地方 京都市、大阪市、泉佐野市（関西国際空港）、神戸市、南あわじ市 

中部地方 名古屋市、四日市市、桑名市 

関東地方 浦安市、東京都（千代田区、中央区、新宿区）、横浜市 

資料：各運行事業者ＨＰ ※令和５年 12 月時点 

 

イ 利用者数の推移 

● 利用者数は、概ね 170 万人程度で推移していましたが、令和２年度から新型コロ

ナウイルスの影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 35 県内を発着する高速バスの利用者数の推移 

 

資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』 

※Ｒ２年度、３年度は本州・九州のうち京阪神方面以外は運休 
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（５）タクシー 

ア 営業区域 

● 県内の営業区域は、５つの交通圏ならびに三木町、旧綾南町（綾川町）、旧綾上

町（綾川町)、直島町の４つで構成されています。 

 

図 36 県内のハイヤー・タクシー事業者の営業所の位置 

 
資料：香川県タクシー協同組合 
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イ 運行事業者の状況 

● 事業者数・台数は、ともに減少傾向であり、特に令和２年度から新型コロナウイ

ルスの感染拡大の影響を受けて、事業者数が大きく減少しています。 

 

図 37 県内のハイヤー・タクシーの事業者数と車両台数の推移(高松市内の個人タクシー含む) 

 
資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』 

一般乗用旅客自動車運送事業の輸送実績、都市別個人タクシー(１人１車制）事業の概況 
 

ウ 利用者数の推移 

● 利用者数は長期的に減少傾向の中、令和２年度から新型コロナウイルスの影響に

より大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 38 県内のハイヤー・タクシーの利用者数の推移(個人タクシー含む) 

 
資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』 

一般乗用旅客自動車運送事業の輸送実績、都市別個人タクシー(１人１車制）事業の概況 
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（６）フェリー・旅客船 

ア 運行状況 

● 県内の航路ネットワークは、離島部との航路が中心となりますが、一部は岡山県

や兵庫県への航路も設定されています。 

 

図 39 県内の航路ネットワーク 
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表 8 フェリー・旅客船の航路一覧（一般旅客定期航路） 

事業者名 航路 備考 

小豆島フェリー 高松～土庄   

(公財)神戸ＹＭＣＡ 土庄銀波浦～余島   

国際両備フェリー 高松～池田   

内海フェリー 高松～草壁 休止中 

小豆島豊島フェリー 宇野～土庄 国庫補助航路 

四国フェリー 岡山～土庄   

国際両備フェリー 岡山～土庄   

瀬戸内観光汽船 日生～大部 休止中 

小豆島フェリー 姫路～福田   

ジャンボフェリー 神戸～坂手～高松   

雌雄島海運 男木～高松 国庫補助航路 

豊島フェリー 家浦～高松   

四国汽船 高松～宮浦～宇野   

四国汽船 本村～宇野   

四国汽船 本村～宇野(風戸～宇野区間)   

小豆島フェリー 高松～宇野 休止中 

本島汽船 本島～丸亀 国庫補助航路 

六口丸海運 児島観光港～本島   

備讃フェリー 丸亀～広島 国庫補助航路 

たどつ汽船 多度津～佐柳 国庫補助航路 

三洋汽船 笠岡～佐柳本浦 国庫補助航路（中国運輸局管轄） 

粟島汽船 須田～粟島～宮の下 国庫補助航路 

三豊市 仁尾～蔦島   

真鍋海運 伊吹～観音寺 国庫補助航路 

四国汽船 宮浦～家浦～犬島   

豊島フェリー 唐櫃～高松 休止中 

国立療養所大島青松園 大島～高松   

※瀬戸内国際芸術祭期間限定の航路を除く 
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イ 利用者数の推移 

● 利用者数は、離島住民の減少や高齢化等に伴い長期的に減少傾向にありますが、

３年に一度のトリエンナーレ形式で開催している瀬戸内国際芸術祭の開催時期と

重なる平成 22年度、25年度、28 年度、令和元年度、4年度においては、増加し

ています。 

● また、令和２、３年度には新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、大幅に

減少しています。 

 

図 40 県内のフェリー・旅客船の利用者数の推移 

 

資料：四国運輸局『四国運輸局業務要覧』 

「一般旅客定期航路事業輸送実績」における本局の輸送実績 
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（７）航空路・空港リムジンバス 

● 県内では高松市に高松空港があり、国際線及び国内線が運航しています。 

● 高松空港乗降者を居住地別にみると、四国地方内では高松市が半数以上を占めて

いますが、県内の各市町のほか、愛媛県・徳島県・高知県も含め、広い範囲から

利用されています。 

 

図 41 高松空港乗降者の居住地（四国地方内） 

  

資料：国土交通省『令和元年度航空旅客動態調査』 

（平日 1日、休日 1 日の全旅客に対する調査、回答不明除く） 

 

  

平日 休日

高松市 707 838

丸亀市 88 157

坂出市 54 48

善通寺市 13 26

観音寺市 41 53

さぬき市 50 77

東かがわ市 6 16

三豊市 43 56

土庄町 3 8

小豆島町 4 1

三木町 4 18

直島町 0 1

宇多津町 17 12

綾川町 12 19

琴平町 13 6

多度津町 7 16

まんのう町 9 14

不明 56 88

41 58

42 72

9 12

香川県

居住地

徳島県

愛媛県

高知県
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①国際線 

ア 運航状況 

● 国際線は、ソウル線、台北線、香港線が運航しています。上海線は運休中です。 

● 運航便数は、ソウル線は週７往復、上海線（運休中）、台北線は週４往復、香港

線は週３往復となっています。 
 

表 9 航空路（国際線）の運行状況 

就航地 運航会社 運行便数 

高松～ソウル(仁川) エアソウル 週７往復（毎日） 

高松～上海(浦東) 春秋航空 
週４往復（火・木・土・日曜日） 

※運休中 

高松～台北(桃園) チャイナエアライン 週４往復（水・木・土・日曜日） 

高松～香港 香港エクスプレス 週３往復（月・水・金曜日） 

※令和５年 12 月時点 
 

イ 利用者数の推移 

● 利用者数は、増加傾向が続いていましたが、令和２年度から新型コロナウイルス

の感染拡大防止のための入国制限により、国際線が全線運休となりました。 

● 他の地方空港に先駆けて、国際線の受入体制が整備されたことから、令和４年

11月のソウル線の運航再開を皮切りに、令和５年１月には台北線、香港線が、

９月には上海線が運航を再開しました。 
 

図 42 高松空港を発着する国際線の利用者数の推移 

 

資料：香川県 
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②国内線 

ア 運航状況 

● 国内線は、羽田線、成田線、那覇線が運航しています。 

● 運航便数は、羽田線は１日 13往復、成田線は１日最大３往復、那覇線は１日１

往復となっています。 
 

表 10 航空路（国内線）の運行状況 

就航地 運航会社 運行便数 

高松～東京(羽田) 
日本航空 

１日 13 往復 
全日本空輸 

高松～東京(成田) ジェットスター・ジャパン １日最大３往復 

高松～沖縄(那覇) 全日本空輸 １日１往復 

※令和５年 12 月時点 
 

イ 利用者数の推移 

● 利用者数は、年々増加傾向にありましたが、令和２年度から新型コロナウイルス

の影響により大幅に減少しました。 

● 令和４年度は回復基調にありますが、コロナ禍前の水準には至っていません。 

 

図 43 高松空港を発着する国内線の利用者数の推移 

 

資料：香川県 
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③リムジンバス 

● 県内各地から高松空港へのリムジンバスが運行されています。 

● 令和元年度の調査では、高松空港への最後の移動手段・高松空港からの最初の移

動手段として、リムジンバスは高松空港乗降者の 12％～28％程度に利用されて

います。 

 

表 11 リムジンバスの運行状況 

運行区間 運行会社 運行便数 

高松市内方面 ことでんバス 

高松空港行：１日 27便 

高松空港発：１日 20便 

※一部曜日限定の便を含む 

琴平方面 琴空バス １日６往復（１日 12便） 

綾川・坂出・宇多津・丸亀方面 琴参バス 
高松空港行：１日８便 

高松空港発：１日 10便 

善通寺・丸亀方面 琴参バス 
１日５往復（１日 10便） 

※運休中 

丸亀・善通寺・観音寺・四国中央

方面 
西讃観光 

高松空港行：１日６便 

高松空港発：１日７便 

※令和５年 12 月時点 

 

図 44 高松空港への最後の移動手段と、高松空港からの最初の移動手段 

 

資料：国土交通省『令和元年度航空旅客動態調査』 

（平日 1日、休日 1 日の全旅客に対する調査、回答不明除く）  
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２ コロナ禍からの回復状況 

（１）鉄道、乗合バス、高速バス、タクシー 

● 主要な交通機関の直近の利用状況を見ると、鉄道はコロナ禍前に近い水準まで回

復しつつある一方、高速バスやタクシーは未だ厳しい状況にあります。 
 

図 45 各モードの直近の利用者数のコロナ禍前との比較 

  

  

資料：四国運輸局『四国における運輸の動き』 

※鉄道はＪＲ四国及び民鉄２社の合計 

※乗合バスは高速バスの利用者数を含まない 

※高速バスは系統数減少により関東・名古屋・北陸・広島・福岡方面のＲ５年度数値が非公表のためＲ元年度ともに数値に含まない 
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（２）航空路 

● 国際線の直近の利用状況を見ると、上海線は運休が続いているものの、ソウル線

は令和元年度の利用者を大きく上回り、台北線も好調に推移しています。 

● 国内線の利用状況は、羽田線、那覇線ともに、利用者数が令和元年度に近い水準

まで回復しています。 
 

図 46 国際線利用者数のコロナ禍前との比較 

 

資料：高松空港『高松空港旅客輸送実績』（令和５年４月～11 月速報値） 

※香港線は非公開のため除外 

 

図 47 国内線利用者数のコロナ禍前との比較 

 

資料：高松空港『高松空港旅客輸送実績』（令和５年４月～11 月速報値） 

※成田線は非公開のため除外 
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３ 移動状況の将来見通し 

● 香川県交通需要予測調査の推計結果によると、県内の公共交通需要は平成 22年

の 5.6万トリップから、令和 32年には 3.7万トリップに減少することが見込ま

れます。 

● 交通手段別で比較すると、鉄道の交通量の減少幅が大きく、高齢化に伴うトリッ

プ長の減少が影響すると考えられます。 

● 県外からの来訪者のうち公共交通利用者数は、1,216 人/日、3,520 人トリップ/

日と推計されていますが、県外来訪者数の目標値 1,200 万人を達成した場合、

4,694 人トリップ/日へ増加、四国の新幹線が整備された場合、7,157 人トリップ

/日へ増加すると見込まれます。 

● 低頻度利用者の需要喚起策として、駅の施設整備等に一定の効果が期待されます。 

 

香川県交通需要予測調査 
 

（１）調査の概要 

目的 

・2050 年までの人口変化を見越して香川県全域における公共交通需要を予測し、

香川県及び県内各市町の交通政策立案のための参照情報とする。 

分析するシナリオ 

・人口変化に加え交通施策、都市のコンパクト化と公共交通周辺開発の影響シナ

リオ及び観光客など交流人口シナリオについても影響を分析。 

需要予測の方法 

・4段階推定法を基本とし、将来の人口変化、居住地変化、目的地変化、交通サー

ビス水準変化、交流人口変化が公共交通需要に与える影響を推計。 
 

（２）需要予測結果 

・推計結果によると県内の公共交通需要は平成 22年の 5.6 万トリップから、令和

32 年には 3.7万トリップに減少すると見込まれた。 

・交通手段別で比較すると、鉄道の交通量の減少幅が大きく、バスの減少幅は比

較的小さい。高齢化に伴い、通勤等の市町をまたぐ公共交通での移動機会が減

少することにより、トリップ長の減少が影響すると考えられる。 

図 48 リンク別交通量の推計結果の令和 32（2050）年と平成 22（2010）年の差 
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・県外からの来訪者のうち公共交通利用者数は、1,216 人/日、3,520 人トリップ/

日と推計されており、平成 22年の居住者の公共交通トリップ数の 6.2％に相当

する。 

・県外来訪者数の目標値 1,200万人を達成した場合、公共交通のトリップ数は

4,694人・トリップ/日になると推計される。 

・更に四国の新幹線が整備されると、1日あたり訪問者数が 851人増加し、トリッ

プ数は 7,157人・トリップ/日になると推計され、平成 22年の居住者のトリッ

プ数比では 12.7％、令和 32年では 19.2％に相当し、無視し得ない影響を与え

ることになる。 
 

（３）アンケート調査に基づく公共交通の利用意向 

・公共交通関連施設の快適性など質的な整備の効果を推測するため、需要予測に

合わせて実施したアンケート調査（香川県内のインターネットモニターが対

象）によると、公共交通利用者、自動車利用者とも、整備されれば利用を増や

したいと思う鉄道施設として「雨に濡れずに移動できる施設（シェルターな

ど）」や「休憩施設（待合室、ベンチなど）」が多い。 

・自動車利用者では現在の公共交通の利用頻度が月 1回未満である、低頻度の利

用者の回答が多いが、そのうち２割程度が鉄道施設の整備により、公共交通の

利用頻度を月１～３回程度に増やすと回答しており、一定の利用増進効果が期

待される。 

図 49 鉄道利用を増やしたいと思う施設（上：鉄道利用者、下：自動車利用者） 
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図 50 施設整備に対する利用頻度（上：鉄道利用者、下：自動車利用者） 
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４ 各種調査結果 

（１）県民アンケート 

 香川県民の日常の移動実態や公共交通の改善ニーズ等を把握するため、県民アンケ

ートを実施しました。調査の実施状況や結果概要は次に示すとおりです。 

 

表 12 県民アンケートの調査概要 

調査目的 
日常の移動実態や公共交通に改善を希望する点、公共交通への意識・

関心等を把握し、今後の施策展開の検討材料を得る 

実施時期 令和５年７月～９月 令和５年８月 令和５年７月～８月 

対 象 者 

高校生 20～60 代 70 代以上 

高等(専門)学校 

17校の２年生 

ドコモプレミア 

パネルの会員登録者 

各地域に 

お住まいの方 

調査方法 

Ｗｅｂ回答フォームの

ＵＲＬを示した 

チラシを配布 

Ｗｅｂ配信 

Ｗｅｂ回答 

調査票（紙）を 

郵送配布・郵送回収 

(Ｗｅｂ回答も併用) 

配 布 697 － 1,250 

回 収 543 1,382 
500 

(うち 13地域不明) 

 小豆地域 71 176 101 

 東讃地域 123 300 90 

 高松地域 102 303 84 

 中讃地域 128 302 108 

 西讃地域 119 301 104 

回 収 率 77.9％ － 40.0％ 
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○公共交通機関の利用状況 

図 51 県民の各公共交通機関の利用状況 

 

 

○よく行く買い物先 

● ７～８割は居住する市町内で買い物をしており、特に高松地域はその傾向が大き

くなっています。 

● 小豆地域、中讃地域では居住地域内での買い物の割合が比較的高くなっています。  

図 52 よく行く買い物先の立地 

  

6.8%

1.5%

2.0%

0.7%

0.8%

0.3%

0.8%

0.2%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

6.7%

4.7%

3.8%

4.4%

15.1%

13.7%

9.8%

9.4%

68.9%

78.0%

81.9%

83.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

JR

ことでん

路線バス等

フェリー・旅客船

週5日以上 週3日以上 週1日以上 月1日以上 月1日未満 ほとんど利用しない、全く利用しない

78.9%

72.9%

75.2%

91.0%

72.2%

82.0%

9.4%

21.0%

3.5%

2.2%

18.4%

5.1%

8.2%

2.4%

18.7%

3.2%

5.7%

10.2%

0.3%

0.3%

0.2%

0.2%

0.6%

0.4%

0.7%

0.3%

1.1%

1.0%

0.4%

0.4%

2.4%

3.0%

1.3%

2.4%

2.7%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,306)

小豆地域(n=328)

東讃地域(n=460)

高松地域(n=501)

中讃地域(n=522)

西讃地域(n=490)

居住市町内 居住地域内 県内地域外 移動販売・生協 県外 買物をしていない

● 多くの県民が、公共交通をほとんど、あるいは全く利用しない状況にあります。 
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○よく行く通院先 

 

図 53 よく行く通院先の立地 

 
 

  

57.5%

55.9%

52.4%

74.9%

50.4%

55.9%

10.6%

17.4%

3.0%

3.0%

19.7%

11.8%

10.3%

10.2%

23.8%

2.4%

6.5%

10.4%

1.0%

1.6%

0.6%

1.2%

0.2%

1.8%

0.1%

0.2%

0.2%

0.2%

20.4%

14.9%

19.9%

18.6%

23.0%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,326)

小豆地域(n=322)

東讃地域(n=462)

高松地域(n=505)

中讃地域(n=522)

西讃地域(n=492)

居住市町内 居住地域内 県内地域外 県外 訪問診療・往診 通院していない

● 約５～６割は居住する市町内へ通院しており、特に高松地域はその傾向が大きく

74.9％となっています。 

● 東讃地域は居住地域外への通院の割合が比較的高くなっています。 
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○買い物・通院における移動手段 

 

図 54 買い物における移動手段 

 
 

図 55 通院における移動手段 

 

  

1.1%

1.7%

2.9%

2.2%

2.0%

62.3%

1.7%

25.1%

9.8%

6.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

JR

ことでん

路線バス等

タクシー

フェリー・旅客船

自家用車

バイク・原付

家族や知人による送迎

自転車

徒歩

その他 (n=1,906)

2.6%

2.1%

1.8%

1.0%

0.8%

65.4%

2.7%

20.3%

18.7%

11.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

JR

ことでん

路線バス等

タクシー

フェリー・旅客船

自家用車

バイク・原付

家族や知人による送迎

自転車

徒歩

その他 (n=2,321)

● 買い物や通院といった日常的な移動における移動手段の６割以上が自家用車で、

公共交通は１～２％ほどです。 
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○自動車・免許の保有状況と気兼ねなく送迎を頼める人の有無 

 

図 56 免許保有と車の利用可否の状況 

 

 

図 57 気兼ねなく送迎を頼める人の有無(自分で運転できる車がある人を除く) 

 
 

  

6.6%

29.8%

2.7%

1.9%

90.7%

68.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代～60代（n=1,382）

70代以上（n=470）

自動車運転免許保有せず 免許保有だが自分は車を使えない 自分で車を使える

89.1%

37.2%

65.5%

10.9%

62.8%

34.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校生（n=541）

20代～60代（n=129）

70代以上（n=142）

気兼ねなく送迎を頼める人がいる 気兼ねなく送迎を頼める人はいない

● 自分で車を使えない人の中には、気兼ねなく送迎を頼める人がいないという人も

一定割合存在します。 
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○改善されれば利用を増やしたいと思う取組 

図 58 改善されれば利用を増やしたいと思う取組（ＪＲ） 

 

図 59 改善されれば利用を増やしたいと思う取組（ことでん） 

 

図 60 改善されれば利用を増やしたいと思う取組（路線バス・コミュニティバス・乗合タクシー） 

  

31.3%
29.7%

16.8%
16.4%

8.6%
6.6%
6.5%
6.5%

4.5%
3.9%
3.0%

1.6%
1.4%
2.7%

35.0%

0% 20% 40% 60%

運賃
運行本数

生活リズムにあったダイヤ
他の交通機関との接続

一定間隔の周期的な運行
待合室を快適にする

列車の運行情報を分かりやすくする
切符の購入や運賃支払い

乗車時間
時間通りに来るようにする

乗り心地
接客
車両

その他
分からない・改善点は無い

①ＪＲ

21.8%
19.0%

13.5%
10.2%

5.9%
5.4%
4.9%
4.9%
4.5%
3.8%

2.5%
2.0%
1.4%
2.8%

48.8%

0% 20% 40% 60%

運賃
運行本数

他の交通機関との接続
生活リズムにあったダイヤ

乗り心地
切符の購入や運賃支払い
一定間隔の周期的な運行

待合室を快適にする
列車の運行情報を分かりやすくする

車両
乗車時間

時間通りに来るようにする
接客

その他
分からない・改善点は無い

②ことでん

27.3%

18.0%

13.5%

10.4%

10.2%

8.1%

7.6%

6.8%

6.7%

4.5%

3.7%

2.9%

2.2%

1.6%

0.6%

0.6%

40.2%

0% 20% 40% 60%

運行本数

生活リズムにあったダイヤ

運賃

他の交通機関との接続

バスの運行情報

時間通りに来るようにする

一定間隔の周期的な運行

乗り場までの距離

運行ルート

待ち時間を過ごしやすく

運賃支払い

乗車時間

乗り心地

接客

車両

その他

分からない・改善点は無い

③路線バス・コミュニティバス・乗合タクシー

● サービスの基本である「運賃」や「運行本数」等に加え、「生活リズムにあった

ダイヤ」や「他の交通機関との接続」が求められています。 
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図 61 改善されれば利用を増やしたいと思う取組（フェリー・旅客船） 

 

 

○公共交通に対する意識 

 

図 62 公共交通に対する意識（年代別及び地域別） 

 
  

19.9%

13.7%

11.3%

8.4%

6.6%

5.2%

4.0%

3.5%

3.3%

2.9%

1.3%

1.1%

1.0%

0.9%

57.0%

0% 20% 40% 60%

運賃

運航本数

他の交通機関との接続

生活リズムにあったダイヤ

船の運航情報

乗船時間

一定間隔の周期的な運行

乗船券の購入や運賃支払い

乗り心地

待合室を快適に

船体

接客

時間通りに来るようにする

その他

分からない・改善点は無い

④フェリー・旅客船

45.1%

68.2%

37.9%

40.1%

67.5%

40.3%

47.3%

39.4%

38.1%

3.2%

7.3%

2.1%

1.7%

2.8%

3.2%

2.2%

3.8%

3.1%

43.3%

20.2%

51.1%

46.4%

26.0%

48.5%

42.1%

48.2%

48.7%

8.4%

4.3%

8.9%

11.7%

3.7%

8.0%

8.5%

8.6%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

高校生

20代～60代

70代以上

小豆地域

東讃地域

高松地域

中讃地域

西讃地域

今の生活に公共交通は無いと困るし、高齢になっても無いと困ると思う

今の生活に公共交通は無いと困るが、高齢になったら無くても困らないと思う

今の生活では公共交通は無くても困らないが、高齢になったら無いと困ると思う

今の生活では公共交通は無くても困らないし、高齢になっても無くても困らないと思う

● 高校生の７割近くが、「今の生活に公共交通は無いと困る」と回答しています。 

● 県民全体の９割以上が、「今あるいは高齢になったら(なっても)公共交通が無い

と困る」と回答しています。 
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○魅力的に感じる公共交通を利用するメリットと、今後の利用意向 

図 63 魅力的に感じる公共交通を利用するメリット（年代別） 

  

 

○公共交通を利用するメリットを踏まえた今後の利用意向 

● 上記を踏まえた今後の利用意向として、高校生、70代以上は「強くそう思った」

「そう思った」が多い一方、20 代～60 代はあまり利用意向を示さない割合が多

くなっています。 

図 64 公共交通を利用するメリットを踏まえた今後の利用意向（年代別） 
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18.7%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,268)

高校生(n=530)

20代～60代(n=1,383)

70代以上(n=354)

運動をする機会が増え、ダイエットに効果があります

車内で自由に過ごせるため、移動中に読書や勉強、ゲーム、仮眠、友人等との会話などをすることができます

駅やバス停までのアクセス、階段の上り下りなどで歩く距離が増え、医療費が減ります

車の使用頻度が減るため、車の維持費が削減できます

公共交通は環境にやさしい乗り物のため、CO2排出量を減らし、地球温暖化防止に貢献できます

自動車の数が減り、渋滞が少なくなります

お酒を飲んでも家に帰ることができたり、家族でお酒を楽しんだりすることができます

ご自身や家族がお酒を飲みに出かけても、送迎の気を遣う必要がなくなります

公共交通を使うと中心部の商業施設などが活性化します

4.6%

9.1%

3.2%

3.3%

25.3%

29.3%

21.1%

36.2%

41.8%

41.8%

43.5%

35.0%

14.6%

8.9%

16.0%

17.7%

13.8%

11.0%

16.2%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,247)

高校生(n=529)

20代～60代(n=1,383)

70代以上(n=334)

強くそう思った そう思った どちらでもない

そう思わなかった 全くそう思わなかった

● 高校生は、移動中の自由さや、ダイエット効果に魅力を感じている人が多いです。 

● 20 代～60 代は、地球温暖化防止への貢献や、商業施設等の活性化につながるこ

とに魅力を感じている人が多いです。 

● 70 代以上は、地球温暖化防止への貢献につながることに魅力を感じている人が

特に多いです。 
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（２）利用者アンケート 

 香川県内で公共交通を利用する人の移動実態や公共交通の改善ニーズ等を把握する

ため、利用者アンケートを実施しました。調査の実施状況や結果概要は次に示すとお

りです。 
 

表 13 利用者アンケートの調査概要 

調査目的 
公共交通利用者の利用実態や改善を希望する点を把握し、今後の施策
展開の検討材料を得る 

対 象 者 
令和５年７月 11日(火)～７月 14日(金)の間に県内の公共交通を利用
された方 

調査方法 県内 22か所の調査場所において直接配布・郵送回収 

配布回収状況 

地域区分 配布数 回収数 回収率 

全体 6,000 1,203 20.1％ 

 小豆地域 400 84 21.0％ 

 東讃地域 850 163 19.2％ 

 高松地域 2,150 582 27.1％ 

 中讃地域 1,800 287 15.9％ 

 西讃地域 800 87 10.9％ 

表 14 利用者アンケートの配布場所 

小豆地域 
土庄港 待合所・バス停 

池田港 待合所・バス停 

東讃地域 

志度駅 改札口 

琴電志度駅 改札口 

三本松駅 改札口・バス停 

長尾駅 改札口・バス停（大川バス本社前） 

引田駅 改札口・バス停 

高松地域 

高松駅 改札口・バス停 

高松築港駅 改札口 

瓦町駅 改札口・バス停 

伏石駅 改札口 

端岡駅 改札口 

学園通り駅 改札口 

中讃地域 

坂出駅 改札口・バス停 

丸亀駅 改札口・バス停 

琴平駅 改札口 

琴電琴平駅 改札口 

善通寺駅 改札口・バス停 

綾川駅 改札口 

西讃地域 

観音寺駅 改札口・バス停 

詫間駅 改札口・バス停 

高瀬駅 改札口・バス停 
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○回答者の移動状況（出発地と到着地） 

図 65 回答者の移動状況（出発地と到着地） 

 
 

○乗継の有無とその組み合わせ 

図 66 乗継の有無とその組合せ 

  

● 主に高松市中心部と県内各地との間で移動が広くみられます。 

● 出発地と到着地は、坂出～高松、丸亀～高松間で特に多くなっています。 

● 回答者の約 20％が乗継をしており、ＪＲとバスあるいはＪＲ同士の乗継をする

人が多いです。 
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○出発時刻/帰宅時刻の状況 

 

図 67 出発時刻／帰宅時刻の状況 

 
 

○自宅から出発地までの移動手段と所要時間 

 

図 68 自宅から出発地までの移動手段 
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鉄道駅(n=881)

バス停(n=120)

港(n=36)

徒歩 自転車 バイク・原付 自家用車 家族や知人による送迎 タクシー その他

● 家を出発する時間は概ね午前 7時～8時ごろと回答した人が、帰宅する時間は午

後 6 時～7時ごろと回答した人が最も多いです。 

● 出発する時間に比べて、帰宅する時間は若干分散する傾向にあります。 

● 自宅から出発地までの移動手段は、鉄道駅とバス停までは「徒歩」が多く、港ま

では「自家用車」が多いです。 
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○自宅から出発地までの所要時間 

 

図 69 自宅から出発地までの移動に要する時間（移動手段別） 
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● 自宅から出発地までの移動に要する時間は、鉄道駅とバス停では概ね 15分未

満、港は 20分以上と回答する人が多いです。 
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○公共交通を利用する理由 

図 70 公共交通を利用する理由 

 
 

○各公共交通機関の満足度 

● ＪＲやことでん（鉄道）は、他の公共交通機関に比べて「大変満足」「やや満

足」を合わせた割合が多いです。 

● 路線バス等、タクシー、フェリー・旅客船は、全体として「わからない」

が大きな割合を占めています。 

図 71 各公共交通機関の満足度 
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● 「目的地まで早く行けるから」と回答した人が最も多く 53.6％、次いで「目的

地まで安く行けるから」25.5％、「移動中にほかのことができるから」21.7％と

なっています。 

その他の内容の例 

・ほかに公共交通機関が無いから 

・安全で時間が正確だから 

・移動中に休めるから 

・エコだから 

・会社のルールだから 

・車が無いから 

・車だと駐車場代が必要だから 

・健康のため 
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○公共交通の維持に係る補助金支出の認知状況 

図 72 公共交通の維持に係る補助金支出の認知状況（年代別） 

 

 

○行政による支援に対する考え方 

図 73 行政による支援に対する考え方（年代別） 
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今より財政支出を増やしてでも、公共交通サービスを充実・維持させるべき
現状並みの財政支出で、公共交通サービスを維持するため、効率化を徹底していくべき
公共交通サービスの水準が低下してでも、財政支出を減らすべき

● 全体として概ね 50％弱の認知度となっています。 

● 年代別では、若年層ほど認知度が低い傾向がみられます。 

● 全体として「今より財政支出を増やしてでも、公共交通サービスを充実・維持さ

せるべき」と「現状並みの財政支出で、公共交通サービスを維持するため、効率

化を徹底していくべき」が概ね半数ずつでした。 

● 年代別では、10 代や 80代で、他の年代に比べて「現状並みの財政支出で、公共

交通サービスを維持するため、効率化を徹底していくべき」の割合が多くなりま

した。 
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○県内における移動や交通に対する自由意見 

 

  

＜10 代＞ 

● ＪＲ本数を下校時刻に合わせて増やして欲しい。 

● ＪＲ、バスの運行本数が増えれば、車のかわりに利用する人が増えると思う。 

● ＪＲとバスでの同じ定期券の利用ができればうれしい。ＪＲの時間が合わない時

にバスの利用ができれば、利用者も増えると思う。 

● バスが遅れる時とそうでない時があるので、バスの到着時間がわかるようにして

ほしい。 

 

＜20 代～60代＞ 

● 電車とバス、ことでんとＪＲの乗継の接続が良くない。 

● 高齢者が多い地域ほど交通手段が必要であるのに、公共交通機関が無く車に頼ら

ざるを得ない。 

● 香川県はクルマ社会だと思いますが、事故が全国的に見ても多く、危険な目に逢

う事もあります。化石燃料や電力の問題もありますので、公共交通機関の利用者

や徒歩・自転車等のエコな移動の利用者が増加して欲しいと思います。 

● 外国人観光客も増加しており、ＪＲ、ことでん、バス等の乗継がスムーズにわか

りやすくなれば良いなと思います。 

 

＜70 代以上＞ 

● 駅から目的地に行けるバスがあればすごく助かります。 

● 役に立つ時間帯のバスがない。 

● バス停に屋根がないので、雨の日は立ちっぱなしで待ち時間が長くなるとつらい。 

● バス路線の案内をもう少し積極的にした方がよい。このバスが目的地近くまでい

くのかどうかがわかれば利用しやすくなる。 
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（３）交通事業者ヒアリング 

 公共交通サービス供給側の問題意識や今後の意向等を把握するため、交通事業者ヒ

アリングを実施しました。実施状況や結果概要は次に示すとおりです。 

 

表 15 交通事業者ヒアリング実施概要 

目  的 

統計データ等のみでは知りえない、交通事業者として感じているサービ

ス供給側の問題点や課題、今後の取組意向等を把握し、施策展開の検討

材料を得る 

対  象 

鉄道事業者  ：ＪＲ四国、高松琴平電気鉄道 

路線バス事業者：ことでんバス、大川自動車、琴参バス、小豆島オリー

ブバス 

実施時期 令和 5 年 8月 

 

＜鉄道事業者＞ 

● 鉄道ではパターンダイヤの導入が広がっており、バス等との接続が図りやすくな

っています。 

● ＩＣカードが普及していますが、他の決済手段の活用も検討されています。 

● 駅舎の老朽化に伴う建替え等に際し、自治体との連携により施設整備している例

もあります。 

● 運転士だけではなく、保線員や運行管理者等も不足している状況にあります。 

 

＜路線バス事業者＞ 

● できる限りダイヤを調整し他モードとの接続が図られていますが、全てには対応

できていません。 

● ＩＣカードに対応している事業者が多いですが、ランニング費用が課題になって

います。 

● 担い手不足については、路線バスを運行するために収益源である貸切バスの受注

を抑えざるを得ないなど影響が大きく、2024 年問題も拍車を掛ける可能性があ

ります。 

 

鉄道事業者 

項目 ヒアリング結果概要 

利便性向上や利用

促進について 

＜ＪＲ＞ 

・パターンダイヤの拡充を行っており、鉄道に合わせてバスが

ダイヤを調整されると期待。 

・しこくスマートえきちゃんを導入済み。バス乗車券などへの

展開も将来的には検討。 

 

＜ことでん＞ 

・琴平線においてパターンダイヤを導入し、バスの乗継利用を

促進。 
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・ＩＣカードＩｒｕＣａを導入済み。その他キャッシュレス決

済は、決済処理速度等も含めて要検討。 

施設・設備の老朽

化について 

・経年 50年を超える車両が約８割にのぼり、老朽化が著しく補

修部品の調達も困難になっている。 

・駅舎やトイレなど駅施設の老朽化が目立つことから、自治体

と協力しバリアフリー化を推進しつつ、洋式トイレへの変更

や老朽化の進む駅施設を計画的に更新していきたい。 

担い手不足につい

て 

・乗務員や保線員、運行管理者など現業の係員が慢性的な人手

不足。 

・若年層退職者の増加や新入社員の採用減で状況がひっ迫して

いる。 

・県外出身者は採用してもなかなか定着しない。 

・社会情勢や従業員の意見を踏まえつつ、勤労意欲向上のため

の施策を検討。 

 

路線バス事業者 

項目 ヒアリング結果概要 

路線と交通結節点

のあり方について 

・できる限りダイヤを調整し、鉄道や船等との接続を図ってい

るが、全てには対応できていない。 

・鉄道新駅に合わせた路線の見直しを実施。利便性向上と利用

者数増加に寄与。 

・2024年問題もあり減便や路線の見直し等を行う必要がある。 

・夜遅い時間帯の運行ニーズもあるが、運転士の労働基準超過

で対応できない。 

利便性向上や利用

促進について 

・ＩｒｕＣａを中心にＩＣカードに対応しているが、ランニン

グ費用が高額になる。 

・ＧＴＦＳデータはほぼ整備済。バスロケーションシステムの

導入事業者では、電話での問合せ件数減少の効果がみられた。 

施設・設備の老朽

化について 

・車両の老朽化が課題。長年走行している車両は修理代が増加

し補修部品の調達も困難になっている。 

担い手不足につい

て 

・2024年４月に自動車運転者の労働時間の基準である「改善基

準告示」が改正されるが、現行ダイヤを維持しようとする

と、追加でかなりの数の運転士が必要になる。 

・貸切バスの受注を抑えて路線バスの運行をしたり、運行管理

者が運行に従事したりする場合もある。 

・在籍している人の高齢化も進み、５年後 10年後はどうなるか

わからない。 

・運行管理者や運転経験のある内勤者などに運転をしてもらう

こともある。 

・整備士が不足している会社もあるが、外注等で対応している

場合もある。 
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（４）県内市町交通担当者との意見交換 

 県内各市町で公共交通政策を担う担当者の問題意識や今後の意向等を把握するた

め、県内市町交通担当者との意見交換を実施しました。実施状況や結果概要は次に示

すとおりです。 

 

表 16 県内市町交通担当者との意見交換実施概要 

目  的 県内各地域の課題や取組状況の把握、県の施策の方向性の整理を行う 

対  象 県内 17 市町の交通担当者（地域ごとに区分して実施） 

実施時期 令和５年８月～９月 

 

● 市町で運行するコミュニティバス等のターゲット設定が難しいという意見が多く

あります。 

● 交通モード間の連携では、ニーズを踏まえたダイヤやルートの設定のほか、駅周

辺の施設等、まちづくりとの連携も重要であるとの意見があります。 

 

項目 結果概要 

市町間を越えた 

幹線的な地域交通

について 

 

＜高松地域＞ 

・連携中枢都市圏も踏まえた広域的な観点から路線の見直しな

どを検討している。高松市内で実施しているバタクスやＩｒ

ｕＣａを使った施策などが確立できれば、横展開を図りたい。 

多様なニーズへ対

応した運行サービ

スについて 

＜中讃地域＞ 

・バス路線（特にコミュニティバス）は高校生や高齢者の移動

手段となっているが、地域の要望としては高齢者の移動支援

に対するものが多く、高齢者に焦点が当たりがちになる。 

 

＜西讃地域＞ 

・鉄道のダイヤに合わせてコミュニティバスのダイヤが組まれ

ているが、観光利用のために特急列車に合わせるか、生活利

用のために普通列車に合わせるか、ターゲット設定が難しい。 

・便を増やさずに、生活スタイルに沿ったダイヤに設定したほ

うが良いのでは。 

交通モード間の連

携について 

 

＜東讃地域＞ 

・鉄道とバスの連携の実証実験を行った。ダイヤ設定などを含

めて、ターゲットをどう設定するかが重要。モーダルミック

スの取組は、普段利用している人にとっては魅力的。普段か

ら公共交通を利用している人と、そうでない人で効果的なア

プローチの方法が異なるだろう。 

・観光客などから他市町のバス等も含めた乗継の問合せがあ

る。回答に時間がかかってしまう。 
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＜中讃地域＞ 

・市町またぎのバス路線が運行されており、鉄道のダイヤとも

合わせているが、バス同士は連携できていない。 

・転勤者が多く、自家用車の保有率が低い地域で、コミュニテ

ィバスの幼稚園へ通園利用を始めたところ利用者が増えた。

他の地域でもニーズを探りたい。 

 

＜西讃地域＞ 

・駅周辺に魅力的な施設があれば利用は増える。また駅自体が

楽しくなれば利用したくなると思う。 

・他市町に乗り入れているコミュニティバスで、乗り入れ先の

バスとの接続についての問合せがある。 

担い手不足について ＜小豆地域＞ 

・2024年問題に伴い、担い手不足が深刻化している。 
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（５）観光協会等アンケート調査 

 県内各地域で観光に係る誘客等を担う観光協会等に対し、主に観光来訪者対応の面

での公共交通の問題意識や取組のあり方等を把握するため、県内各地域の観光協会等

に対して観光協会等アンケート調査を実施しました。実施状況や結果概要は次に示す

とおりです。 

 

表 17 観光協会等アンケート調査概要 

目  的 
県内の観光動向や観光に係る公共交通の利用実態、利用促進のための取

組のあり方等を検討するための材料を得る 

対  象 県内 17 市町の観光協会等、県観光協会 

実施時期 令和５年９月 

 

● 観光地に行くための公共交通の情報・利用方法等をわかりやすく伝えることが求

められています。 

● 観光での公共交通利用ニーズを的確に把握し、収入増につなげる取組が求められ

ています。 

 

項目 回答概要 

観光における公共交

通利用について 

 

・観光地までの移動方法や公共交通の時刻、料金、乗り場に

ついての質問が多い。 

・訪日外国人旅行者は、多言語対応していないため、駅やバス 

停での情報や券売機の利用方法等がわからないことがある。 

・駅を降りたあとの案内サイン等がなくバス乗り場がわかり

にくい。 

・代表的な観光地の近くにバス停がなく、あっても便数が少

ない。 

・コミュニティバスの便数が観光客の多い休日は少ない、ま

たは運行していない。 

・高速バスターミナルから観光地へのアクセスが悪い。 

観光での公共交通利

用促進に向けた取組

について 

 

 

・観光客に対しては高めの運賃をとってもよいのではないか。 

・主要駅からの二次交通の確保が必要。 

・公共交通を利用した周遊ルートができればよい。 

・主要駅以外での外国人向け案内の強化。 
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第４章 上位・関連計画 

１ 上位・関連計画等における方向性の整理 

 令和５年 10月に策定した総合計画「人生 100年時代のフロンティア県・香川」実現

計画における都市の将来像と公共交通の位置づけは以下のとおりです。 
 
 
 

「人生 100 年時代のフロンティア県・香川」実現計画(令和５年 10月策定) 

【基本構想編】 

第１章 １ 基本目標 

「人生 100 年時代のフロンティア県・香川」の実現 

第１章 ２ 基本方針 

(１)安全・安心で住みたくなる香川をつくる「県民 100万人計画」 

(２)活力に満ち挑戦できる香川をつくる「デジタル田園都市 100計画」 

(３)多くの人が行き交い訪れたくなる香川をつくる「にぎわい 100 計画」 

第２章 ４ 重点政策 （公共交通に関連する記載があるもの） 

重点政策⑨ 

「四国の玄関口」として確かな 

インフラ整備を進める 

取組みの方向 

１ 高松空港の利便性向上 

２ 四国の新幹線の実現 

６ 地域交通ネットワークの充実・強化 
 

【各論編】 

第１章 施策体系（施策の総合的展開） （公共交通に関連するものを抜粋） 

分野・施策 取組みの方向 

分野 15 交通ネッ

トワークの整備 

施策 47 広域交通

ネットワークの

充実・強化 

１ 航空ネットワークの充実・強化 

○ 高松空港が四国の拠点空港として発展するよう、高松空港

株式会社等と連携し、航空路線の需要回復、より利便性の

高いダイヤへの改善や増便、新規路線の就航など、航空ネ

ットワークの回復・拡充に向けた取組みを行うとともに、

交通アクセスの充実を図るなど、空港の利便性の向上に取

り組みます。 

２ 四国の新幹線の実現 

○ 四国の新幹線は、高速道路と並ぶ重要な社会経済基盤であ

り、観光や産業面での広域的な人流を四国に呼び込むため

にも、リニア中央新幹線の新大阪延伸にあわせた実現に向

け、四国が一丸となって、国などに対して強力な働きかけ

を行うほか、幅広い層の県民に対する理解促進、機運醸成

に向けた取組みを進めます。 

分野 15 交通ネッ

トワークの整備 

施策 48 地域交通

ネットワークの

整備 

１ 地域公共交通の確保・維持 

○ 人口減少・少子高齢化への対応、カーボンニュートラル社

会や集約型都市構造の実現などの観点から、地域公共交通

の重要性はますます高まっており、基幹的な交通は県を中

心に、地域に密着した交通は地元市町を中心にといった役
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割分担のもと、鉄道を中心に、県全体で利便性と結節性に

優れた地域公共交通ネットワークの構築を図ります。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、交通事業者は非

常に厳しい経営環境に置かれていることから、国や地元市

町、交通事業者と連携しながら、公共交通の利便性向上と

利用促進に取り組み、利用者数の増加につなげることで、

地域公共交通の維持・確保に努めます。 

２ ＭａａＳの活用 

○ さまざまな種類の交通手段を一つのサービスに統合するＭ

ａａＳ（マース）の活用は、公共交通の利便性向上につな

がるものと考えられることから、各地域や企業等の取組み

に関する情報収集などを行うとともに、先進的な事例の調

査等を通じて、幅広い観点から検討を進めます。 

○ 交通事業者間の連携やＩＣＴなどの新しい技術を活用した

取組みなどを推進することにより、公共交通の利用しやす

い環境づくりを進めます。 

分野 22 活力ある

地域づくり 

施策 71 都市・集

落機能の向上 

１ 集約型都市構造の推進 

○ 市町の庁舎や交通の結節点を中心とした区域を集約拠点と

し、その拠点間を交通ネットワークで結ぶ集約型都市構造

の実現に向け、市町と連携して取り組みます。 

○ 都市全体を見渡しながら今後の都市像を描き、公共施設の

みでなく、住宅及び医療・福祉・商業などの民間の施設も

対象として、その誘導を図るための立地適正化計画を積極

的に市町が作成できるよう、適切な助言を行います。 

○ 中山間地域等において、商店、診療所など日常生活に必要

な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落との間を交通

ネットワークで結んだ「小さな拠点」の形成をめざします。 
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これまでに県が策定している以下の関連計画等においては、集約型都市構造の実現

に向け、集約拠点の形成・維持と拠点間を結ぶネットワークの構築を中心に、結節点

での乗継機能強化やバリアフリー化、自転車との連携、ＣＯ２排出量の削減などの施策

が挙げられています。 

 

香川県都市計画区域マスタープラン(令和３年５月策定) 

序 はじめに 

（３）香川県の都市づくりの方針 

方針１ 集約型都市構造の実現を目指した持続可能な都市づくり 

 方針２ 安全・安心で住み続けられる快適な都市づくり 

 方針３ 地域の個性を活かした賑わいのある都市づくり 

 方針４ 環境と共生する都市づくり 

 方針５ 多様な主体の連携による都市づくり 
 

§３ 主要な都市計画の決定の方針 

２．都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）交通施設の都市計画の決定の方針 

①基本方針 １）交通体系の整備の方針 

ａ 広域交通体系の拡充 

＊瀬戸大橋や四国横断自動車道、高松空港などの高速・広域交通体系へのアク

セス機能の強化など幹線道路網の整備・拡充 

＊災害時などの、救援や復旧・復興活動を支援するための、道路の防災対策の

強化と、安全で確実な道路ネットワークの形成 

ｂ 集約型都市構造の形成を支援する交通体系の整備 

＊集約型都市構造の実現に向け、集約拠点を形成し、維持するための拠点間や

拠点へのアクセスを強化する道路ネットワークの整備 

＊拠点内において、日常生活を支える自転車歩行者道、公共空間の拡充やバリ

アフリー化による、安全性・利便性・快適性の高い交通空間の形成 

ｃ 持続可能な公共交通体系の形成 

＊道路、鉄道などの核施設の整備・拡充とともに、多様な交通手段の有機的な

組み合わせによる持続可能な交通体系の形成 

＊低炭素社会を実現していくために、緑豊かで快適な歩行者空間や、環境負荷

の低い自転車を利用しやすい交通環境の整備により、交通行動の転換を促進 

ｄ 港湾空間の形成 

＊地域特性や後背地との関連、また将来の展望を踏まえた、広域連絡航路や離

島航路などの海上交通や、港湾物流における港湾施設の整備の推進 

＊住民が海とのふれあいを深めることができる港湾空間の形成 
 

②主要な施設の配置の方針 ２）公共交通 

計画名 内容 

高松広域都市

計画区域マス

タープラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かな循環バス路線の整備や、交通弱者

に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の高い公共交通

体系の実現を目指します。 
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中讃広域都市

計画区域マス

タープラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かな循環バス路線の整備や、交通弱者

に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の高い公共交通

体系の実現を目指します。 

坂出都市計画

区域マスター

プラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かな循環バス路線の整備や、交通弱者

に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の高い公共交通

体系の実現を目指します。 

観音寺都市計

画区域マスタ

ープラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かなコミュニティバスルートの選定

や、交通弱者に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の

高い公共交通体系の実現を目指します。 

豊浜都市計画

区域マスター

プラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かなコミュニティバスルートの選定

や、交通弱者に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の

高い公共交通体系の実現を目指します。 

さぬき都市計

画区域マスタ

ープラン 

地域拠点と他の集約拠点を結ぶコミュニティバスの充実を図る

とともに、交通弱者に配慮した低床車両の導入の促進などによ

り、利便性・快適性の高い公共交通体系の実現を目指します。 

東かがわ都市

計画区域マス

タープラン 

地域拠点やコミュニティ拠点を結ぶ基幹公共交通ネットワーク

の充実を図るとともに、地域の生活利便施設などを結ぶきめ細か

な循環バス路線の整備や、交通弱者に配慮した低床車両の導入な

ど、利便性・快適性の高い公共交通体系の実現を目指します。 

三豊都市計画

区域マスター

プラン 

集約拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るととも

に、交通結節点へのアクセスを改善します。また、地域の生活利

便施設などを結ぶ、きめ細かな循環バス路線の整備や、交通弱者

に配慮した低床車両の導入など、利便性・快適性の高い公共交通

体系の実現を目指します。 

土庄都市計画

区域マスター

プラン 

コミュニティ拠点と周辺地域、また、地域の生活利便施設など

を結ぶ、バス路線を維持するとともに、交通弱者に配慮した低床

車両の導入などを促進することにより、利便性・快適性の高い公

共交通体系の実現を目指します。 

内海都市計画

区域マスター

プラン 

コミュニティ拠点と周辺地域、また、地域の生活利便施設など

を結ぶ、バス路線を維持するとともに、海上交通との接続連携

や、交通弱者に配慮した低床車両の導入などを促進することによ

り、利便性・快適性の高い公共交通体系の実現を目指します。 
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高松広域都市圏都市交通マスタープラン(平成 27年３月策定) 

第５章 集約型都市構造の実現に向けた計画課題の設定 

集約型都市構造を支える交通体系の構築 

○自動車や公共交通等、各種交通相互の連携強化による総合交通体系の構築 

○安全かつ円滑な交通体系の構築 

○環境に配慮した持続性の高い交通体系の構築 

○高齢者や移動困難者等に対応するための移動手段の確保 

○中心市街地の求心性向上に資する交通体系の構築 

県外等との広域的な交流や観光活動を支える交通体系の構築 

第７章 取り組むべき施策 

 

項目(交通のみ) 内容 

拠点間連携軸

の強化 

・集約型都市構造への転換の効果としては、各拠点で提供する都

市・生活サービスについて、各拠点間で相互に補完し合い、そ

れぞれの拠点が都市としての魅力を維持・向上させることがで

きることである。 

・種々の施策により各拠点の魅力を高めるとともに、相互補完さ

れたサービスを享受しやすくするために、拠点間の移動の円滑

化を図ることが必要である。 

・各拠点間の移動については、誰もが不自由なく移動できること

が必要であることから、公共交通での移動が大前提となる。 

・一方で、都市圏の公共交通については満足度が非常に低く、競

合する自動車交通と比較すると、移動に要する時間が長くなる

傾向にある。 

・そこで、拠点間を結ぶ公共交通について、移動に要する時間の

短縮化に寄与する施策を展開していく。 



70 

 

拠点（交通結

節点）へのア

クセス性向上 

・集約型都市構造のもとでは、拠点間相互の移動の円滑化を図る

ことが必要となることから、居住地から最寄りの拠点への移動

を円滑にすることにより、都市圏内のあらゆる地域へのアクセ

ス性が向上する。 

・そのため、拠点内の交通結節点へのアクセス交通（鉄道の端末

交通）の利便性の向上に資する交通サービスの向上を図ってい

く。 

拠点内周遊環

境向上 

・拠点内に都市・商業施設等の集積を図ることで、魅力的な拠点

形成を図っていく一方で、それら施設のサービスを不自由なく

享受できるようにするため、拠点内の周遊環境の向上を図るこ

とが必要である。 

・拠点内の周遊環境の向上にあたっては、拠点が徒歩で可能な広

さであることから、徒歩または自転車での移動を基本とし、そ

れらの移動が安全・快適になるような施策を展開していく。 

・また、高齢者等の移動制約者に関しても、不自由なく移動する

ことが可能となるよう、移動経路のバリアフリー化や交通安全

対策の充実など、それらの移動をサポートする交通施策を展開

していく。 

公共交通利用

促進 

・集約型都市構造への転換は、人口減少・少子高齢化が進んでい

く中で、持続性・継続性のある都市経営を図っていくことが目

的である。 

・一方で、公共交通に関しては、そのような都市構造を実現した

うえで、県民一人一人が公共交通を今まで以上に積極的に利用

することも必要である。 

・そのため、種々の公共交通のサービスレベルを向上する施策の

実施と合わせ、県民一人一人の力により、公共交通を守ってい

くという意識醸成（公共交通の利用促進）を図っていく施策を

展開していく。 

  

 

集約型都市構造の実現に向けたまちづくり基本方針 

(平成 19年 10 月策定、令和３年５月一部改訂) 
 

※「香川県都市計画区域マスタープラン」や「高松広域都市圏都市交通マスタープラン」等における基本的な考え方 
 

第２章 都市づくりの目標 

２．都市ビジョン １）基本理念 

○ 都市構造を拡大・拡散型から集約・保全型に方向転換し、将来にわたる継続

的な取り組みにより、持続発展の可能なまちづくりを目指す。 

○ 人口減少・超高齢社会など、都市を取り巻く環境の変化に対応し、安全・安

心で快適な、生活の質の高い都市の構築を目指す。 

○ 郊外部の成長マネージメントにより、中心市街地との連携を図り、効率的で

地域の特性を活かした都市構造の実現を目指す。 
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２）目標 

都市機能の集約と融和による、生活の質が高く、環境持続性のある都市づくり 

第３章 本県における集約型都市構造 

２．集約型都市構造の基本方向 ２）都市交通のあり方（抜粋） 

項目 内容 

(１)公共交通と

道路交通が共存

する環境負荷の

小さい都市交通

の実現 

・都市交通と市街地整備の両面から相互の政策の連携強化を図

るとともに、都市交通基盤の整備効果を十分発揮させなが

ら、環境負荷の小さい都市交通の実現を図る。 

・鉄軌道、バス等の基幹的な公共交通機関は、集約拠点相互

や、集約拠点と都市圏内のその他の地域を結び、集約型都市

構造を支える都市交通の骨格を形成するものであり、集約型

都市構造に必要不可欠な｢都市の装置｣である。このため、地

域住民や交通事業者等と協働してアクセシビリティやサービ

ス水準を高めるなど、公共交通の充実に努める。 

・都市交通を構成する多様な要素を、整合的かつ効果的に組み

合わせることにより、徒歩、自転車などの手段とそれらを補

完する鉄軌道、バス等の公共交通手段（パブリックな手段）

と、自動車による移動手段（プライベートな手段）が、各都

市圏が選択したバランスに基づいて共存することにより、

人々の日常的な移動の大部分に対して、パブリックな手段の

選択が可能となることを目標とする。 

(２)集約型都市

構造を支える公

共交通システム 

・集約拠点を育成し維持する上で、拠点間を結ぶ交通ネットワ

ークの整備と拠点内での日常生活を支える歩行者・自転車空

間、公共空間のバリアフリー化などの取り組みが必要である。 

・交通ネットワークを支える交通システムは環境負荷が小さ

く、社会的公平性を保ちつつ、経済的な効率性を損なうこと

のない、持続可能で、公共交通指向型のものとする必要があ

る。また、自家用車による移動と遜色のないサービス水準と

利便性を持つ魅力のあるシステムとする必要がある。 

・このため、徒歩、自転車、各種の公共交通機関（鉄道、バ

ス）を組み合わせたモーダルミックス（各交通機関が特性を

生かして連携すること）の取り組みにより、これらが「一

体」となったシームレス（継ぎ目のない）な交通サービスの

提供が可能となるようにする必要がある。 

＜三層の拠点と公共交通ネットワークとの関係＞ 

①広域拠点と地域拠点との連携 

広域拠点と周辺の地域拠点を短時間で結ぶ基幹公共交通ネッ

トワークを整備するとともに、Ｐ＆Ｒ(パークアンドライド)、

Ｃ＆Ｒ(サイクルアンドライド)システム等の導入やフリンジパ

ーク(中心市街地周辺の適切な駐車場整備)により、広域拠点内

においては日常的な自家用車使用の抑制を図ることとする。 

②地域拠点間、地域拠点とコミュニティ拠点の連携 

上記の基幹公共交通ネットワークの結節点を地域拠点の中心

に据え、そこから主要な市民生活施設等をきめ細かな循環バス

路線で結ぶ地域ネットワークの整備に努める。 
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③地域拠点およびコミュニティ拠点内 

環境並びに健康への配慮、そして生活を楽しむために、休憩

スペースを含む快適な歩行空間を整備する必要がある。また、

通勤・通学および拠点内の回遊を楽しめるものとするために、

自転車利用の安全性と快適性の向上を図る自転車専用レーンの

ネットワークを確保できるように努める。 

④各拠点と周辺地域との連携 

交通弱者に配慮したデマンド型バス及び相乗り自動車と組み

合わせた効率的かつ効果的な交通体系について検討する必要が

ある。 

 

 

 

 

香川県新広域道路交通ビジョン、香川県新広域道路交通計画(令和３年３月策定) 

第３章 香川県の広域的な道路交通の基本方針 （公共交通に関連するものを抜粋） 

１ 安全と安心を築く香川 

項目 内容 

②交通・防災拠

点の基本方針 

地域における中心的な役割を担う主要な鉄道駅等の交通拠点

について、利用者の利便性向上や周辺道路の交通課題の解消を

図るため、必要に応じて、官民連携によるモーダルコネクトの

強化を図ります。 

また平成 30年７月豪雨において、道の駅が防災拠点として

活躍し、その重要性が確認されました。今後も必要に応じて、

防災拠点機能を有した道の駅の整備推進を図っていきます。 

２ 新しい流れをつくる香川 

項目 内容 

①広域ネットワ

ークの基本方針 

高松空港は、本県の産業や観光、拠点性の確保において、

また、広域利用圏に見合った交通結節点として重要な役割を

担っています。また、鉄道は、高速道路と並ぶ重要な社会基
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盤であり、交流圏や交流人口の拡大による地域活性化に欠か

せません。加えて、海上物流の拠点である高松港朝日地区に

おいては、港湾機能の強化や緊急物資輸送拠点機能の強化が

推進されています。このような背景から、地域生活や産業活

動に必要な物資や、農林水産業・工業をはじめとした各種生

産品の安定かつ低廉な輸送を確保するため、高速道路と空

港・港湾を結ぶ幹線道路や、都市部と地方部、産業拠点と交

通結節点を結ぶ幹線道路等の整備を推進します。 

また、市街地周辺の交通混雑を軽減し、陸上輸送での定時

制や交通円滑化を確保するため、都市内環状道路やバイパス

等のネットワーク整備や現道拡幅を推進し、輸送時間の短縮

や生産性の向上を図ります。 

さらに、人やモノの流れが経済をまわし、その流れの速達

性を確保することでより経済効率性が上がります。特に主要

な都市間の速達性を確保することは重要であり、交通インフ

ラとしての道路の果たす役割は大きいと言えます。そのた

め、中枢中核都市、連携中枢都市圏、定住自立圏等のブロッ

ク都市圏同士を道路ネットワークで連絡することにより、ブ

ロック都市圏同士の交流・連携を促進する必要があります。 

３ 誰もが輝く香川 

項目 内容 

①広域ネットワ

ークの基本方針 

地球温暖化対策の推進の他、人口減少・少子高齢化への対

応や集約型都市構造の実現などの観点から、地域公共交通の

重要性はますます高まっており、モーダルコネクト拠点への

アクセス強化を通して、県全体で利便性と結節性に優れた地

域公共交通ネットワークの構築を支援します。 

   

 

香川県自転車活用推進計画(令和５年３月策定) 

２.自転車の活用の推進に関する目標及び実施すべき施策 

（公共交通に関連するものを抜粋） 

目標１ 自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成 

（実施すべき施策） 

  ４.シェアサイクルと公共交通機関との接続強化や、サイクルポートの設置促

進等により、シェアサイクルの普及を促進する。 

目標３ サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現 

（実施すべき施策） 

  ９.市町と連携した走行環境の整備や、サイクルトレイン等によるサイクリス

トの受入環境の整備等により、安全かつ快適なサイクリング環境を創出

し、サイクルツーリズムを推進する。 
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第８期香川県高齢者保健福祉計画(令和３年３月策定) 

第４章 施策の展開 （公共交通に関連するものを抜粋） 

第２ 人にやさしい地域づくり ４ 誰もが暮らしやすいまちづくり 

（１）バリアフリー環境の整備 

○高齢者が住み慣れた地域で安心して生活し、積極的に社会参加できるようなま

ちづくりを推進するため、幅広い広報・啓発活動を行うとともに「香川県福祉

のまちづくり条例」に基づいた、公共的施設や公共交通機関等のバリアフリー

化を推進します。 

（３）交通手段の確保 

○輸送力、定時性等に優れた鉄道を中心として、交通結節点において、公共交通

機関相互や自動車等との乗り継ぎ機能を高め、利便性と結節性に優れた県全体

の地域公共交通ネットワークづくりを推進することで、高齢者にとって利用し

やすい環境の整備を図ります。 

○地域住民の生活交通手段として重要な役割を果たしているバス路線や航路につ

いて、路線や航路の維持・確保を図るため、必要な支援を行います。 

○「基幹的な交通は県を中心に、地域に密着した交通は地元市町を中心に」とい

った役割分担のもと、市町と連携しながら、公共交通の維持・確保に取り組み

ます。 

第５ 安全な暮らしの確保 ２ 防犯・交通安全対策の充実 

（２）交通安全対策の推進 

○高齢運転者による交通事故を抑止するため、運転免許の自主返納者や、運転免

許を更新せず自動車の運転から卒業した高齢者が、公共交通機関や小売店、飲

食店、弁当等の宅配事業者、温泉施設、旅行代理店等で割引等が受けられる全

県的な優遇制度の充実を図るなど、運転に不安のある高齢者が運転免許を自主

返納しやすい環境づくりを推進します。 

  

 

香川県環境基本計画(令和３年 10月策定) 

第４章 環境の保全に関する施策展開の方向 （公共交通に関連するものを抜粋） 

2-1 地球温暖化の防止を図るための対策（緩和策） 

2-1-1 徹底した省エネルギーの推進 ウ）脱炭素に向けた“まちづくり”の推進 

○「都市計画区域マスタープラン」等に基づく集約拠点を中心とした適正な土地

利用への誘導や、その拠点間を利便性と結節性に優れた公共交通で結ぶネット

ワークづくりを進めることなどにより、ＣＯ２排出量やエネルギー消費量など

の環境負荷が低減された集約型都市構造の実現をめざします。 

○運輸部門におけるＣＯ２排出量に占める割合が高い自動車に過度に依存しない

まちづくりの推進に向け、移動手段の転換が図られるよう、生活に必要不可欠

な路線の維持確保や公共交通機関の利便性の向上に努めるとともに、歩行者・

自転車が安全に通行できる環境の整備に取り組みます。 

  

  



75 

 

 令和２年９月に策定された「香川県における鉄道の利用促進方策」では、「２ 地域

が目指すべき将来像」として「四国の新幹線を骨格とした公共交通ネットワーク」が

掲げられています。 

 

香川県における鉄道の利用促進方策(令和２年９月策定) 

２ 地域が目指すべき将来像 

四国の新幹線を骨格とした公共交通ネットワーク 

利便性と結節性に優れた持続可能な公共交通ネットワーク 

 

３ 具体的取組 
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２ 県内各市町の地域公共交通等に係る方向性 

● 県内各市町の立地適正化計画や地域公共交通計画(前身の地域公共交通網形成計

画を含む）の策定状況は次のとおりです。 

● 市町の地域公共交通計画の基本方針には、便利で持続可能性の高い交通網の構

築、拠点へのアクセス性の向上、最新技術の活用、他分野・他主体との連携・

協働といったキーワードが含まれています。 

 

表 18 県内各市町の立地適正化計画の策定状況 

自治体名 計画（策定年月） 基本方針等 

高松市 

高松市立地適正化計画

（平成 30年３月策定、

令和２年７月改定） 

ア 若年層の転出抑制など人口減少対策及び
人口密度維持の取組による都市活力・生活
利便性の確保 

イ 公共交通を中心とした交通利便性の確保 
ウ コミュニティの活性化と地域包括ケアシ

ステムの構築による地域力の強化 
エ 子どもを産み育てやすく、老後まで暮ら

したいと思える暮らしやすさの向上 
オ 公共施設統廃合、人口増加地区への対応

及び市街地の郊外への拡大抑制による都市
経営の効率化 

丸亀市 

改訂版丸亀市都市計画マ

スタープラン（丸亀市立

地適正化計画）（平成 30

年３月策定、令和５年３

月改定） 

①都市構造の再編 
・コンパクトプラスネットワークの考え方に

基づく拠点の形成 
・将来を見据えた土地利用の見直し 
・より利便性の高い公共交通ネットワークの

構築 
②中心市街地の再生 
・大手町地区 4街区の公共施設再編整備 
・中央商店街における商業振興や丸亀城を中

心とした観光振興などによる中心市街地活
性化 

・まちなか定住の促進 
③まちづくりの再考 
・リノベーションまちづくりの推進 
・公共施設等総合管理計画に則った公共施設

マネジメントの実践 

坂出市 
坂出市立地適正化計画

（平成 31年３月策定） 

方針 1 強みを活かしたまちなかの魅力づくり 
方針 2 まちなかの環境改善による居住の推進 
方針 3 公共交通によるまちなかと各地域の連

携強化 

善通寺市 
善通寺市立地適正化計画

（令和２年３月策定） 

方針① 都市機能誘導区域の活性化・魅⼒の
向上を⽬指す歴史・⽂化を活⽤した回
遊して楽しいまち 

方針② 居住誘導区域の若返り・⼈⼝増加を
⽬指す⼦育て・教育が盛んで活気ある
まち 

方針③ 市全体の⽣活利便性の向上を⽬指す
公共交通・公共施設が連携した便利な
まち 

観音寺市 
観音寺市立地適正化計画

（令和３年６月策定） 

方針１ 快適な暮らしを支える生活環境づくり 
方針２ まちの魅力と活力を高める都市環境

づくり 



77 

 

自治体名 計画（策定年月） 基本方針等 

さぬき市 

さぬき市立地適正化計画

（令和３年３月策定、令

和５年３月改定） 

（1）若者が住みたい・住み続けたいと思える
居住地づくり 

（2）高齢者のまちなか居住の促進に向けた環
境づくり 

（3）無秩序な市街化を抑制する 
（4）まちの空洞化を防ぐ 
（5）災害に対して強靭なまちをつくる 

東かがわ市 ― ― 

三豊市 
三豊市立地適正化計画

（令和３年８月策定） 

方針 1 快適で安心な暮らしが確保された区
域の形成 

方針 2 魅力と生活利便性の高い拠点の形成 
方針 3 選ばれる多様な地域づくり 

土庄町 

土庄町立地適正化計画

(仮称)（令和５年度策定

予定） 

― 

小豆島町 ― ― 

三木町 ― ― 

直島町 ― ― 

宇多津町 ― ― 

綾川町 ― ― 

琴平町 ― ― 

多度津町 
多度津町立地適正化計画

（平成 31年３月策定） 

＜中心部に人を呼び込み、歴史・文化を身近
に感じ、多世代が交流するにぎわいのあるま
ち＞ 
・高齢者に配慮した、歩いて暮らせるまち 
・子ども、若者、高齢者の多世代が交流でき

るまち 
・歴史や文化を感じ、巡りたくなるまち 

まんのう町 ― ― 
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表 19 県内各市町の地域公共交通計画の策定状況 

自治体名 計画（策定年月） 基本方針 

高松市 
高松市地域公共交通計

画（令和３年９月） 

・少子高齢化が進行するなかでも持続力の高
い公共交通網体系の再構築 

・拠点間を効率的に結ぶ公共交通軸の強化・
形成 

・各拠点へのアクセス性の向上 
・中心市街地における回遊性の向上 
・中心部への自動車利用の抑制 
・地域にとって望ましい交通行動の周知・啓発 
・多様な主体の連携による交通まちづくりの

推進 

丸亀市 
丸亀市地域公共交通計

画（令和３年３月） 

・将来を見据えた地域公共交通の仕組みの再
構築 

・「公共交通のあるよりよい日常」の形成に向
けた取組の推進 

坂出市 
坂出市地域公共交通計

画（令和４年 11月） 

・まちづくりに対応した公共交通網整備と交
通結節点の機能強化 

・広域連携を含め生活移動ニーズに合った公
共交通体系の構築 

・将来にわたって持続可能な公共交通体系の
構築 

・多様な主体の参加、多様な主体との連携 
・最新技術も活用した便利で利用しやすい公

共交通 

善通寺市 

善通寺市地域公共交通

計画(仮称)（令和５年

度策定予定） 

― 

観音寺市 

観音寺市地域公共交通

計画(仮称)（令和５年

度策定予定） 

― 

さぬき市 
さぬき市地域公共交通

計画（令和３年３月） 

・将来都市構造を支える地域公共交通ネット
ワークの形成 

・商業活性化・観光・福祉事業との連携 
・地域輸送資源の総動員による地域公共交通

の構築 
・地域住民の協力による地域特性に応じた多

様な生活交通の実現 
・利用促進による潜在需要の掘り起し 

東かがわ市 

東かがわ市地域公共交

通計画（令和 3年 3

月） 

・まちを持続的に支える公共交通網の整備 
・公共交通をみんなでつくり、育てる意識・

体制づくり 

三豊市 
三豊市地域公共交通計

画（令和３年 12月） 

・繋－つなぐ ～拠点をつないでスムーズ移動～  
・利－つかう ～先端技術でスマート移動～ 
・守－まもる ～人にも環境にもやさしい移動～  
・拓－ひらく ～地域みんなで創る移動～ 



79 

 

自治体名 計画（策定年月） 基本方針 

土庄町 

小豆島地域公共交通計

画（令和３年 11月） 

・コンパクト＋ネットワークのまちづくりと
連携し、３つの地域拠点と港湾(交通拠
点)、主要観光拠点とを円滑に連絡し、骨格
としての公共交通網を形成する 

・人々の移動実態やニーズに応じた柔軟な運
行形態をきめ細やかに見直すことにより、
誰もが安心して快適に移動できる公共交通
サービスを提供する 

・小豆島地域における複数の交通モード(交通
手段)を最大限活用するとともに、人々にと
って使いやすい、分かりやすいサービス向
上を検討・実践する 

・年間利用者数を維持・向上し、収支環境の
健全化・公的負担の削減を目指す 

小豆島町 

三木町 

三木町地域公共交通網

形成計画（令和２年３

月） 

・効率的かつ、持続性の高い公共交通の運行 
・利用者ニーズを踏まえたサービスレベルの

向上 
・公共交通の利用促進に向けた活動の実施 

直島町 ― ― 

宇多津町 

宇多津町地域公共交通

計画(仮称)（令和５年

度策定予定） 

― 

綾川町 
綾川町地域公共交通計

画（令和５年２月） 

・効果的で持続可能な公共交通システムの再
編【持続性】 

・将来的な利用需要を踏まえたサービスや利
便性の向上【利便性】 

・移住・定住の促進のための他分野との連動
【まちづくり事業との連動】 

琴平町 ― ― 

多度津町 ― ― 

まんのう町 

まんのう町地域公共交

通計画(仮称）（令和５

年度策定予定） 
― 
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第５章 公共交通に関する課題 

 地域の概況や公共交通の現状等を踏まえ、本県の公共交通に関する課題を次のとお

り設定します。 

 

１ 利用者が減少する中での幹線交通の維持 

• 人口減少、少子高齢化の進展に加え、新型コロナウイルスの影響により、公共交

通の利用者数が減少している。現在は回復基調にあるが、コロナ禍前の水準には

至っていない。 

• 多くの県民が、公共交通をほとんど、あるいは全く利用しない状況にある。 

• 少子高齢化の進展により、通勤・通学など長距離の移動の減少が見込まれ、幹線

交通を取り巻く状況は一層厳しくなるおそれがある。 

２ マイカーを利用できない人の移動手段の確保 

• 住宅や商業施設等の郊外立地化などに伴い、マイカーに依存したライフスタイル

が定着している。 

• マイカーを利用できない高齢者や学生などの移動手段の確保が必要である。 

３ 多様化するニーズへの対応 

• サービスの基本である「運賃」や「運行本数」等に加え、「生活リズムにあった

ダイヤ」や「他の交通機関との接続」が求められている。 

• 経路や乗継ダイヤ等の情報提供が十分でない。あるいは、提供された情報が利用

者に十分に活用されていない。 

• 交通事業者の経営資源が限られる中、多様なニーズに対応した移動サービスを提

供することが難しい。あるいは、そのための手法や情報が不足している。 

４ 公共交通サービスの供給体制の維持 

• 運転士をはじめ、自動車整備士や保線員等も含めた運行の担い手が不足している。 

• 安全設備や車両が老朽化している。 

５ 大規模災害への備え 

• 南海トラフ地震発生時の避難や災害復旧に必要な強靭な交通ネットワークが未整

備である。 
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第６章 基本方針及び計画の目標 

 県内の公共交通の現状や上位・関連計画における方向性、課題等を踏まえ、本計画

の基本方針と目標を次のとおり設定します。 

１ 基本方針 

四国の新幹線の実現を見据え、鉄道を中心に、県全体で 

利便性と結節性に優れた持続可能な公共交通ネットワークを構築する 

２ 計画の目標 

 目標1 公共交通の維持とネットワークの最適化 

➢ 利用者が減少し、公共交通サービスの供給体制の不足も顕在化する中、

限られた経営資源で最適な公共交通ネットワークの構築を目指します。 

➢ 駅を含めた中心市街地を活性化し、人々でにぎわう空間とすることによ

り、公共交通ネットワークの維持・活性化を目指します。 

➢ 四国の新幹線の早期実現により、既存の各公共交通機関の利用者の増

加、地域公共交通の維持・活性化を目指します。 

 

 目標2 利便性の確保 

➢ 交通事業者の経営資源が限られる中、多様なニーズに対応した公共交通

サービスを工夫して提供することにより、利用者の増加とサービスの向

上の好循環を目指します。 

➢ 誰もが安心・安全・快適に公共交通を利用できる環境の整備を目指します。 

➢ 交通モード間の結節性を高め、利用者が円滑に目的地まで移動できる公

共交通ネットワークの構築を目指します。 

 

 目標3 利用の促進 

➢ 県民等の公共交通に対する関心を高めるとともに、公共交通の重要性に

対する理解の促進を図り、公共交通を積極的に利用しようという意識の

醸成を目指します。 

➢ 観光利用の拡大や、多様な分野と一体となった連携と協働により、利用

者の増加を目指します。 
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３ 香川県の公共交通ネットワークの将来像 

計画の目標を達成するため、後述する各種施策・事業を実施し形成される、香川県

の鉄道を中心とした公共交通ネットワークの将来像は次に示すとおりです。 
 

図 74 香川県の公共交通ネットワークの将来像 

 

表 20 各種交通の担う役割 

種別 担う役割 該当する公共交通 

広域交通：県や地方・国をまたぐ交通 

広域交通 

県内の広域拠点・地域拠点と、国内または海

外の各都市を連絡し、ビジネス、観光、通勤

通学等も含めた多様な目的での移動を担う。 

・航空路（空港リムジンバス含む） 

・鉄道（ＪＲ） 

・フェリー・旅客船 

・高速バス 

地域交通：主に県内の移動を支える交通 

幹  線 

広域拠点・地域拠点とコミュニティ拠点や旧

市町の中心部等を連絡し、広域拠点・地域拠

点への高い交通需要を満たし、通勤通学、通

院、買い物、ビジネス、観光等の市町間※を

またぐ幅広い移動を担う。 

・鉄道（ことでん） 

・幹線バス路線 

・フェリー・旅客船 

支  線 

(フィーダー) 

コミュニティ拠点や旧市町の中心部と、居住

地や生活便利施設・観光地等を連絡し、主に

日常生活行動における近隣への移動を担う。

また、幹線（鉄道・路線バス等）に接続する

ことで、広域の移動も可能とする。 

・支線バス路線 

・コミュニティバス／

乗合タクシー／デマ

ンド交通 

・フェリー・旅客船 

個別輸送 
ドアツードアで自由度が高く運行できる特性

を活かし、個別の輸送を担う。 
・タクシー 

※合併前の旧市町間をまたぐ移動を含む 
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４ 計画の達成状況を把握する評価指標 

本計画の達成状況を把握するため、次のとおり評価指標を設定します。 

 

表 21 評価指標と関連する目標 

指標 
関連する目標 

目標 1 目標 2 目標 3 

幹線の持続可能性に関する指標 

 指標１ 鉄道の利用者数 ● ● ● 

指標２ 路線バス（幹線）の利用者数 ● ● ● 

指標３ 路線バス（幹線）の収支率 ● ● ● 

指標４ 路線バス（幹線）の利用者 1 人あたりの県負担額 ● ● ● 

利用者の利便性に関する指標 

 指標５ 乗合バス車両のノンステップバス導入率  ●  

指標６ 「標準的なバスフォーマット」を整備した交通事業者数  ●  

観光での利用状況に関する指標 

 指標７ 観光客の公共交通利用率  ● ● 

 

指標１ 鉄道の利用者数 

＜算出方法＞ 

県内の鉄道駅の利用者数（ＪＲ

四国、ことでん） 

現状値 目標値 

27,152千人 

（令和４年度） 

31,422千人 

（令和 10年度） 

目標設定 

の考え方 

鉄道の利用促進に取り組み、人口が減

少する中でコロナ禍前（令和元年度）

の水準以上を目指す。 

指標２ 路線バス（幹線）の利用者数 

＜算出方法＞ 

県内の路線バス（幹線）の利用

者数 

 

現状値 目標値 

1,290 千人 

（令和４年度） 

1,759 千人 

（令和 10年度） 

目標設定 

の考え方 

路線バス（幹線）の利用促進に取り組

み、人口が減少する中でコロナ禍前

（令和元年度）の水準以上を目指す。 
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指標３ 路線バス（幹線）の収支率 

＜算出方法＞ 

県内の路線バス（幹線）の収支

率 

現状値 目標値 

49.3％ 

（令和４年度） 

57.9％ 

（令和 10年度） 

目標設定 

の考え方 

路線バス（幹線）の利用促進と効率化

に取り組み、コロナ禍前（令和元年

度）の水準以上を目指す。 

指標４ 路線バス（幹線）の利用者 1人あたりの県負担額 

＜算出方法＞ 

県内の路線バス（幹線）の利用

者１人あたりの県負担額 

現状値 目標値 

56.1 円 

（令和４年度） 

36.1円 

（令和 10年度） 

目標設定 

の考え方 

路線バス（幹線）の利用促進と効率化

に取り組み、コロナ禍前（令和元年

度）の水準以上を目指す。 

指標５ 乗合バス車両のノンステップバス導入率 

＜算出方法＞ 

県内の乗合バス車両（適用除外

認定を受けた車両を除く）に占

めるノンステップバスの割合 

現状値 目標値 

80.2％（150/187 台） 

（令和４年度末） 

85.0％ 

（令和 10年度末） 

目標設定 

の考え方 

公共交通における移動の円滑化を促進

するため、継続した改善を目指す。 

指標６ 「標準的なバスフォーマット」を整備した交通事業者数 

＜算出方法＞ 

路線バスやコミュニティバスを

運行する交通事業者（市町を含

む）のうち、ＧＴＦＳ－ＪＰま

たはＧＴＦＳリアルタイムを整

備している事業者数 

現状値 目標値 

14 者 

（令和４年度末） 

21者 

（令和 10年度末） 

目標設定 

の考え方 

令和 10年度末までに全ての交通事業

者で整備を目指す。 

指標７ 観光客の公共交通利用率 

＜算出方法＞ 

香川県観光客動態調査で把握し

た県外観光入込数に占める公共

交通利用者（ＪＲ、船舶、航空

機）の割合 

現状値 目標値 

19.1％ 

（令和４年） 

23.9％ 

（令和 10年） 

目標設定 

の考え方 

県外からの観光来訪者の公共交通利用

促進に取り組み、コロナ禍前（令和元

年）の水準以上を目指す。 
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第７章 目標を達成するための施策・事業・推進体制 

１ 目標を達成するための施策と事業 

 前章で掲げた目標を達成するため、次に示す施策と事業を関係者で実施します。 

なお、本計画に基づき鉄道事業再構築事業を実施することとし、その内容を含む事

業については、地域公共交通特定事業（※）に位置づけます。 
 

表 22 目標を達成するための施策体系 

施  策 事  業 

特

定

事

業

(※) 

実施主体 

県 

市
町 

交
通
事
業
者 

目標１ 公共交通の維持とネットワークの最適化 

１－１ 

最適な移動サービス

の提供 

①安全性を含む公共交通ネットワークの維持・確保  ● ● ● 

②担い手確保の取組  ● ● ● 

③先進事例の研究及び実装の検討  ● ● ● 

１－２ 

まちづくりとの連携 

①駅を一つの拠点としたまちづくり ● ● ● ● 

②新駅の整備 ● ● ● ● 

１－３ 

四国の新幹線の早期実 

現に向けた取組の推進 

①機運醸成・要望活動  ● ● ● 

②新幹線整備に伴う効果等調査・研究の実施  ● ● ● 

目標２ 利便性の確保 

２－１ 

サービス水準の向上 

①利用しやすいダイヤへの改善 ● ● ● ● 

②施設・設備の改善 ● ● ● ● 

２－２ 

利用環境の改善 

①駅や車両のバリアフリー化 ● ● ● ● 

②駅や待合所の環境整備・多機能化  ● ● ● 

③キャッシュレス決済の推進 ● ● ● ● 

２－３ 

交通モード間の結節

性の強化 

①交通結節点の整備・充実 ● ● ● ● 

②交通モード間の連携強化 ● ● ● ● 

③デジタル技術等の活用  ● ● ● 

目標３ 利用の促進 

３－１ 

公共交通の利用意識

の醸成 

①利用促進・啓発活動の実施 ● ● ● ● 

②地域のイベントとの連携 ● ● ● ● 

３－２ 

他分野との連携 

①インバウンドを含めた観光客の利用促進  ● ● ● ● 

②多様な分野と一体となった利用促進 ● ● ● ● 

（※）地域公共交通計画に定められる事業のうち、特に重点的に取り組む事業。同事業については、国による認定制度

が設けられており、認定を受けた事業については、関係法律の特例による支援措置を受けることができる。 



86 

 

施策１－１ 最適な移動サービスの提供 

 公共交通の利用者が減少し、公共交通サービスの供給体制の不足も顕在化する

中、限られた経営資源で最適な公共交通ネットワークを構築する必要がある。 

 本施策では、安全性を確保したうえでの公共交通ネットワークの維持・確保や、

担い手の確保、先進事例の研究及び実装の検討に取り組み、移動サービスの最適化

を図る。 

①安全性を含む公共交通ネットワークの維持・確保 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・利用者や県民の安全を第一に、設備や車両、施設の計画的な更新に

より、運行の安全性を確保したうえで、公共交通ネットワークの維

持・確保を図る。 

・市町をまたぐ地域間幹線系統バス路線について、国の「地域公共交

通確保維持改善事業」を活用しつつ、路線の維持・確保に取り組む

とともに、交通体系の形成、見直しを図る。 

②担い手確保の取組 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・幅広い人材を確保するため、社内での教育や訓練、免許取得支援、

職場環境の改善等を実施する。 

・都市部での就職説明会への参加等、担い手確保に向けた周知・ＰＲ

を実施するとともに、行政が行う移住施策と連携し、ＵＪＩターン

希望者の取り込みを図る。 

③先進事例の研究及び実装の検討 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・地域公共交通に関する全国の先進事例を学ぶ勉強会を開催し、交通

事業者や地元市町、関係者らの知識の底上げを図り、地域の実情に

即した新たな取組を推進する。 

・利便性向上や経営力強化を図るためのデジタル技術等の活用による

先進事例について、情報収集等を推進する。 

・多様なニーズに対応した新たな交通モード実装の検討と検証を行う。  
 

＜参考事例：三豊市エリアｍｏｂｉ＞ 

図 75 多様なニーズに対応した交通モードの例（三豊市ｍｏｂｉ） 

 

・生活圏内の移動において、

これまでの徒歩や自転車、

マイカーのちょいのりに代

わる、新しいスタイルの交

通モードとして、ＡＩシェ

アリングモビリティサービ

スを運行。 

・定額料金のため経済的スト

レスがなく、通勤通学、子

供の送迎、買い物、家族で

のお出かけなど、家族みん

なが自由で快適に移動でき

る。 

 

資料：暮らしの交通 ＨＰ 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①安全性を含む 
公共交通ネッ 
トワークの維 
持・確保 

● ● ●  
 

   

②担い手確保

の取組 
● ● ●    

 
 

③先進事例の

研究及び実

装の検討 

● ● ●   
 

  

 

  

継続的な実施 

検討及び実施 

実施（適宜見直し） 
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施策１－２ まちづくりとの連携 

公共交通ネットワークを維持・活性化するためには、駅を含めた中心市街地を活

性化し、人々でにぎわう空間とすることが重要である。 

本施策では、駅を一つの拠点としたまちづくりや、新駅の整備により、公共交通

とまちづくりの連携を図る。 

①駅を一つの拠点としたまちづくり 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・駅周辺の再開発・整備等を通じて、目的地となる施設の立地等、

駅を一つの拠点としたまちづくりを推進する。 

・各市町が策定する立地適正化計画等で、駅周辺などの拠点エリア

に商業・医療・福祉等の施設の立地を誘導することにより、拠点

エリアから移動しやすい公共交通沿線などの地域における生活利

便性の向上を図る。 

図 76 駅周辺の再開発・整備の例（高松駅） 

 
資料：ＪＲ四国ＨＰ  

②新駅の整備 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・市街地の形成等による沿

線需要の変化に応じると

ともに、既存駅から離れ

た地域における需要を取

り込むため、優先度の高

い箇所において、新駅の

整備を推進する。 

・新駅の整備により、街に

新たな人の流れを生み、

街そのものの活性化を図

る。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①駅を一つの

拠点とした

まちづくり 

● ● ●    
 

 

②新駅の整備 ● ● ●     
 

図 77 新駅の整備例（ことでん伏石駅） 

継続的な実施 

実施（適宜見直し） 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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施策１－３ 四国の新幹線の早期実現に向けた取組の推進 

四国の新幹線は、観光や産業面での広域的な人流を四国に呼び込むために不可欠

な基本インフラであり、関西、九州など既存の新幹線ネットワークとの接続によ

る、西日本における広域交流圏の形成や、近い将来、発生が懸念される南海トラフ

巨大地震などの大規模災害への対応力向上、新たな感染症リスクを低減させる地方

分散型の国土形成などに大きく貢献するものである。 

新幹線が開業されれば、インバウンドを含めた観光客の増加、産業集積や通勤圏

の拡大により、既存の各公共交通機関の利用者の増加にもつながり、地域公共交通

の維持・活性化に大きく寄与することが期待される。 

本施策では、四国の新幹線の早期実現に向けた取組を推進する。 

①機運醸成・要望活動 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・幅広い層を対象とした啓発イベントの開催やパンフレットの配布

等により、県民の四国への新幹線導入の機運を醸成するための取

組を推進する。 

・四国各県や経済団体等と連携した四国の新幹線の早期実現に向け

た要望活動を推進する。 

②新幹線整備に伴う効果等調査・研究の実施 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・県民や官民の関係者の理解を促進するため、勉強会を開催するな

ど、新幹線の整備に伴う経済効果や整備効果等について調査・研

究を実施する。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①機運醸成・

要望活動 
● ● ●    

 
 

②新幹線整備
に伴う効果
等調査・研
究の実施 

● ● ●    
 

 

 

 

  

継続的な実施 

実施（適宜見直し） 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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施策２－１ サービス水準の向上 

交通事業者の経営資源が限られる中、多様なニーズに対応した公共交通サービス

を工夫して提供することにより、利用者の増加とサービスの向上の好循環につなげ

ていく必要がある。 

本施策では、利用しやすいダイヤへの改善や、施設・設備の改善により、サービ

ス水準の向上を図る。 

①利用しやすいダイヤへの改善 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・ダイヤ間隔や発車時刻を合わせるパターンダイヤの導入により、

利用者にとってわかりやすいダイヤへの改善を行う。 

・通勤、通学、買い物、通院等、利用する人の生活の時間やリズム

に合ったダイヤへの改善を行う。 

・需要が多い区間における増便や、始発・終発便の時間の見直しを

検討する。 

②施設・設備の改善 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・鉄道路線の複線化や行き違い施設の検討・整備により、輸送時間

の短縮や輸送力の強化を図る。 

・車両等の更新により、安全安定運行を維持するとともに、利用環

境の向上を図る。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①利用しやす

いダイヤへ

の改善 

● ● ●    
 

 

②施設・設備

の改善 
● ● ●   

 
  

 

  

実施（適宜見直し） 

実施（適宜見直し） 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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施策２－２ 利用環境の改善 

 公共交通の利用者や利用目的は多種多様であり、誰もが安心・安全・快適に公共

交通を利用できる環境を整えることが重要である。 

本施策では、駅や車両のバリアフリー化や、駅や待合所の環境整備・多機能化、

キャッシュレス決済の推進により、公共交通の利用環境の改善を図る。 

①駅や車両のバリアフリー化 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・点字ブロックの設置、段差の解消など、駅のバリアフリー化を推

進する。 

・ノンステップバスやユニバーサルデザインタクシーなどの車両の

導入を推進する。 

②駅や待合所の環境整備・多機能化 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・駅待合所やトイレなどの環境を整備するとともに、商業施設や公

共施設の併設等の多機能化を図ることにより、人々が集まり、利

用・滞在しやすい環境を整備する。 

③キャッシュレス決済の推進 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・ＩＣカードやチケットアプリ、ＱＲコード決済、クレカタッチ決

済等の導入を推進する。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①駅や車両の

バリアフリ

ー化 

● ● ●    
 

 

②駅や待合所の 

環境整備・多 

機能化 

● ● ●    
 

 

③キャッシュ

レス決済の

推進 

● ● ●   
 

  

 

  

資料：ＪＲ四国ＨＰ 

 

図 78 県内で導入されているキャッシュレス決済の例 

資料：ことでんＨＰ 

 

資料：坂出市ＨＰ 

 

継続的な実施 

継続的な実施 

継続的な実施 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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施策２－３ 交通モード間の結節性の強化 

 鉄道を中心とした公共交通ネットワークにおいては、鉄道とバスやタクシー等の

二次交通とが効果的に連携し、互いにスムーズに乗継できることが重要である。 

本施策では、交通結節点の整備・充実、交通モード間の連携強化、デジタル技術

等の活用によって、交通モード間の結節性を高め、乗継時の利用者の負担を軽減

し、円滑に目的地まで移動できる公共交通ネットワークの構築を図る。 

①交通結節点の整備・充実 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・鉄道とバスやタクシーとの結節性を高めるため、駅前広場（バスロ

ータリー等）の整備・充実化を図る。 

・自家用車や自転車等と、公共交通との乗継円滑化を図るため、パー

クアンドライド駐車場や駐輪場の整備・充実に取り組む。 

②交通モード間の連携強化 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・鉄道、バス、航路など異なる交通モ

ード間を円滑に乗り継ぐため、ダイ

ヤ連携を図る。 

・異なる交通モード間で利用できる一

日乗車券の販売や、乗継割引などを

推進し、乗継利用の負担軽減を図る。 

・アンケート結果や、ＯＤデータ等の

分析を行い、利用しやすいダイヤや

ルートの検討に取り組む。 

・複数サービスが並行して運行する区

間において、ダイヤを補完しあうこ

とで便数を確保するなど、事業者を

超えた連携を推進する。 
      

 

③デジタル技術等の活用 地域公共交通特定事業  

実施内容 

・鉄道、バス等の運行情報のＧＴＦＳ化、オープンデータ化を進め、

手軽に経路や乗継ダイヤを検索できる環境を整備するとともに、随

時最新の情報に更新する。 

・運行情報をリアルタイムで提供できるバスロケーションシステム等

の整備を推進する。 

・デジタルサイネージ等を活用し、交通結節点等における情報提供の

充実を図る。 

・デジタル技術を活用した複数の公共交通の一括予約や、定額乗り放

題サービスなど、ＭａａＳ（Mobility as a Service）活用の可能

性を検討する。 

 

  

図 79 モード間連携の例 

 

資料：ＪＲ四国ＨＰ 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①交通結節点の 

整備・充実 
● ● ●    

 
 

②交通モード間 

の連携強化 
● ● ●    

 
 

③デジタル技

術等の活用 
● ● ●   

 
  

 

  

継続的な実施 

検討及び実施 

検討及び実施 
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施策３－１ 公共交通の利用意識の醸成 

 公共交通を維持していくためには、県民等の公共交通への関心を高め、自らが交

通サービスを使って支えていくという意識を持っていただくことが重要である。 

本施策では、利用促進・啓発活動等を通じて、地域の一員として公共交通を積極

的に利用しようという意識の醸成を図る。 

①利用促進・啓発活動の実施 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・公共交通利用促進イベン

トを開催し、電車やバス

等と触れ合う機会を提供

する。 

・エコ金デー、エコ通勤優

良事業所認定制度等を推

進する。 

・地域の公共交通マップの

配布や、バスの乗り方教

室等を開催する。 

資料：香川県 

②地域のイベントとの連携 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・臨時便の運行等、地域で開催されるお祭りやイベントとの連携を

図る。 

・地域イベント等において、公共交通を使ったアクセス方法の周知

を図る。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①利用促進・

啓発活動の

実施 

● ● ●  
 

   

②地域のイベン 

トとの連携 
● ● ●   

 
  

 

  

図 80 利用促進イベントの様子 

継続的な実施 

実施（適宜見直し） 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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施策３－２ 他分野との連携 

公共交通の利用者が減少する中、持続可能な公共交通ネットワークを構築するた

めには、日常生活における利用だけではなく、観光利用の拡大も重要である。ま

た、健康福祉、教育、環境、産業といった様々な分野とも連携と協働を図り、一体

的な取組を推進する。 

①インバウンドを含めた観光客の利用促進 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・観光、企画列車の運行を推進す

る。 

・観光施設等と連携した企画商

品の造成や割引を実施する。 

・公共交通を活用した観光モデ

ルルートの構築を図る。 

・観光地への公共交通でのアク

セス性向上を図る。 

・駅や車両、待合施設における

多言語表記や案内の整備を推

進する。 

・駅構内における外国人観光案

内所の充実・強化を図る。 

 

 

 

 
資料：ＪＲ四国ＨＰ      

②多様な分野と一体となった利用促進 地域公共交通特定事業 ● 

実施内容 

・高齢者や免許返納者等に対する利用支援を推進する。 

・学生など若い世代に対し、公共交通の重要性や公共交通を利用す

るメリットなどの理解促進を図るため、情報発信を行う。 

・環境に配慮した電動自動車やハイブリッド車両の導入を促進する。  

・既存の公共交通の空き時間や空きスペースを活用した貨客混載等

の新たな収入源確保について検討する。 

実施主体・スケジュール 

事業 

実施主体 スケジュール（年度） 

県 市町 
交通 

事業者 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

①インバウンド 

を含めた観光 

客の利用促進 

● ● ●   
 

  

②多様な分野

と一体となっ

た利用促進 

● ● ●   
 

  

 

  

図 81 観光・企画列車の例 

実施（適宜見直し） 

検討及び実施 

課題１ 課題２ 課題３ 課題４ 課題５ 
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２ 地域間幹線系統 

（１）地域間幹線系統について 

国土交通省では、乗合バスの運行費に対し、「地域公共交通確保維持事業」に基づ

き、交通事業者等への支援を行っています。令和２年11月の「地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律」の改正に合わせて、全ての地方公共団体における地域公共交

通計画の作成が努力義務化されるとともに、国補助金の交付要件として、計画への補

助系統等の位置づけが必要となるなど計画制度と補助制度の連動化が図られました。

本計画においては、地域公共交通確保維持事業の補助対象系統である地域間幹線系統

を位置づけます。 

（２）地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 次表に示す各路線は、位置づけ・役割に記載のとおり、都市間・地域間をまたぐ公

共交通ネットワークを構築する上で重要な役割を担っている一方、事業者の運営努力

だけでは路線の維持が難しいことから、地域公共交通確保維持事業による補助制度を

活用し、運行を確保・維持する必要があります。 

 

図 82 県内の地域間幹線系統（令和６年４月１日の路線再編を反映）
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地域間幹線系統の主な要件 

・複数市町村（2001（平成13）年３月31日時点）をまたがる路線 

・広域行政圏の中心市町（又は準ずる市町村）へのアクセス 

・運行回数３回／日以上 

・輸送量15 人／日以上 
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表 23 地域間幹線系統の位置づけ・役割（令和６年４月１日の路線再編を反映） 
番

号 
事業者 路線名 

系統 
関係市町 位置づけ・役割 

起点 経由 終点 

1 
ことでん

バス㈱ 

鹿角伏

石駅線 
高松駅 

ことでん

伏石駅 

香川中央

高校 
高松市 

高松駅付近から、高松市南部（香川町）を結

ぶ路線であり、県立養護学校、香川大学附属

中学校、香川中央高校などへの通学や香川町

から高松市中心部への通勤・通学の移動を担

う。令和４年４月１日からことでん伏石駅に

乗り入れることにより電車との連携を強化

し、同時にゆめタウン高松を経由する経路に

変更したことにより商業エリアへの移動を担

う。また令和６年４月１日の再編で鹿角伏石

駅線において起点を瓦町から高松駅へと延伸

する事により、中央通り沿い（五番町～兵庫

町）への通勤者の利便性の向上を図る。 

2 
ことでん

バス㈱ 

鹿角ゆ

めタウ

ン線 

高松駅 
ゆめタウ

ン高松 

香川中央

高校 
高松市 

3 
ことでん

バス㈱ 
由佐線 高松駅 由佐 岩崎 高松市 

高松駅から、高松市南部（香南町）を結ぶ路

線であり、香南町から高松市中心部への通

勤・通学や養護施設みどり園への通勤・通学

の移動を担う。 

4 
ことでん

バス㈱ 

伏石空

港線 
高松駅 

ことでん

伏石駅 
高松空港 高松市 

高松駅から、高松市南部（香川町・塩江町）

を結ぶ路線であり、香川町・塩江町から高松

市中心部への通勤・通学の移動を担う。平成

３０年９月からことでん仏生山駅に乗り入れ

ることにより電車との連携を強化するととも

に高松市立みんなの病院へ乗り入れることに

より通院の移動を担う。令和４年４月１日の

再編により日生ニュータウンを経由してお

り、日生ニュータウンからの移動を担う。ま

た令和６年４月１日の再編により由佐空港線

を経路変更して伏石空港線とした。交通結節

拠点である伏石駅および仏生山駅と高松空港

を結ぶことにより高松空港利用者の移動を担

う。 

5 
ことでん

バス㈱ 
塩江線 高松駅 仏生山 塩江 高松市 

6 
ことでん

バス㈱ 
岩崎線 高松駅 仏生山 岩崎 高松市 

7 
ことでん

バス㈱ 
庵治線 高松駅 新開 庵治温泉 高松市 

高松駅から、ことでん八栗駅に接続し、高松

市東部（牟礼町・庵治町）を結ぶ路線であ

り、牟礼町・庵治町から高松市中心部への通

勤・通学の移動を担う。 

8 
ことでん

バス㈱ 

医大病

院線 
高松駅 馬場先 

ことでん

高田駅 

高松市 

三木町 

高松駅から、高松医療センターや香川大学医

学部附属病院を経由して、ことでん高田駅を

結ぶ路線であり、高松東高校、香川大学医学

部への通学、香川大学医学部附属病院や高松

医療センターへの通院・通勤の移動を担う。 

9 
琴参 

バス㈱ 
美合線 

琴平営業

所 
榎井 落合橋 

琴平町 

まんのう町 

旧琴南地区より国道 438 号線を運行し、沿線

上にある小中学校及び近隣市町の高校への通

学利用やＪＲ琴平駅及び琴電琴平駅に接続し

ているため近隣市町への移動を担う。また、

まんのう町内における公共交通利用促進を図

るため、３つのエリア（満濃、琴南、仲南地

区）の交通空白地域を運行する「あいあいデ

マンドタクシー」と連携し、低額の共通パス

券を双方で利用できる環境を整え、利用者の

負担軽減と路線維持を行っている。 

10 
琴参 

バス㈱ 

島田岡

田線 

坂出営業

所 
島田 

富熊西沖

ＮＥＷ 

レオマ 

ワールド 

坂出市 

丸亀市 

坂出市、丸亀市の２市に跨り、南北に位置す

る交通拠点であるＪＲ坂出駅や琴電岡田駅を

結ぶ路線として重要な役割を果たしている。

特に、ＪＲ坂出駅では、支線型地域内フィー

ダー系統である坂出市循環バスに接続してお

り市内中心部を運行する路線と連携してい

る。また、ＪＲ瀬戸大橋線を利用した岡山方

面からの来県者が県内の観光施設（ＮＥＷレ

オマワールド等）へアクセスすることを可能

とし、生活路線だけでなく観光利用者に対す

る取組も行うことにより収支改善を図ってい

る。さらに、富士見坂団地前で坂出綾川線と

接続し、綾川町の大型商業施設や琴電綾川駅

にて高松空港リムジンバスとも接続してい

る。 
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番

号 
事業者 路線名 

系統 
関係市町 位置づけ・役割 

起点 経由 終点 

11 
琴参 

バス㈱ 

瀬戸大

橋線 
坂出駅前 浦城 

ＪＲ児島

駅 
坂出市 

瀬戸大橋開通（昭和 63 年）当初より香川県と

岡山県を結ぶバス路線として２社のバス会社

で共同運行を開始し、櫃石島、岩黒島、与島

に住む島民の両県への通勤、通学、通院、買

い物等の利用及び島々を訪れる観光・レジャ

ー等の重要な移動手段に位置づけられおり、

四国と島々と本州を結ぶ唯一の公共交通機関

である。少子高齢化及び新型コロナウイルス

の影響を受け、利用者減少が続く中、共同運

行会社であるバス会社の路線廃止を受け、島

内が交通空白地域にならないよう令和３年４

月１日より路線再編し、新たに運行を開始し

た。 

12 
琴参 

バス㈱ 

丸亀垂

水線 
丸亀港 垂水橋 丸亀港 丸亀市 

丸亀市内を運行する地域内フィーダー系統で

ある綾歌宇多津線、丸亀東線とＪＲ丸亀駅や

労災病院、他の公共施設等で接続し、双方の

乗換券で市内を隈なく移動できる公共交通と

しての役割を果たしている。また、丸亀垂水

線は、丸亀港で本島汽船のフェリー便と接続

することで本島島民の通学、通勤、買い物に

おける移動手段として欠かせない路線であ

る。丸亀西線は、大型商業施設や郊外にある

高速バスターミナルとも接続し都市間交通バ

スとも連携している。レオマ宇多津線は、旧

町である飯山町、綾歌町を運行し、ＪＲ丸亀

駅、宇多津駅と琴電栗熊駅を結び、地域間を

広域に渡って移動できる路線バスとなってお

り、丸亀市の医療施設や学校施設を利用する

上で重要な路線に位置づけられている。 

13 
琴参 

バス㈱ 

レオマ

宇多津

線 

ＮＥＷ 

レオマ 

ワールド 

飯山市民

総合セン

ター 

宇多津駅

北口 

丸亀市 

宇多津町 

14 
琴参 

バス㈱ 

丸亀西

線 
労災病院 城西高校 労災病院 丸亀市 

15 
琴参 

バス㈱ 

坂出市

循環バ

ス

（西） 

坂出駅前 

スーパー

センター

宇多津 

坂出駅前 
坂出市 

宇多津町 

ＪＲ坂出駅を起終点とする坂出市中心部の公

共施設、学校、総合病院、商業施設等を巡回

する路線であり、各生活利便施設にアクセス

する交通手段として重要な役割を担ってい

る。また、坂出市内の総合病院と宇多津町の

商業施設をはじめとする両町への相互の移動

ニーズを取り入れた坂出市循環バス（西）と

して路線を再編することにより、利用者の利

便性向上を図り、地域の足として維持してい

く必要がある。 

16 

小豆島 

オリーブ

バス㈱ 

南廻り

福田線 
土庄港 安田 福田港 

土庄町 

小豆島町 

土庄港から土庄町渕崎地区を経由して、国道

436 号を利用して、小豆島中央高校、池田

港、小豆島中央病院、草壁港、福田港を結ぶ

路線であり、通学・通院・通勤・本州、四国

への移動等を担う。 

17 

小豆島 

オリーブ

バス㈱ 

北廻り

福田線 

小豆島中

央病院 
馬越 福田港 

土庄町 

小豆島町 

小豆島中央病院から池田港、小豆島中央高

校、エンジェルロード、土庄港を経由して、

北山、大部地区、福田港を結ぶ路線であり、

通学・通院・通勤・本州、四国への移動等を

担う。 

18 
大川 

自動車㈱ 
引田線 高松 長尾 引田 

高松市 

さぬき市 

東かがわ市 

三木町 

高松市から東かがわ市の３市１町を結ぶ路線

であり、ＪＲ高徳線がほぼ海寄りの国道 11 号

に沿って運行しているのに対し、内陸部の県

道沿いの住民の高松市内への通勤や、高松東

高校、三木高校、石田高校、寒川高校、三本

松高校への通学、さぬき市民病院、県立白鳥

病院などへの通院、沿線上にあるスーパーマ

ーケットや公共交通施設への移動などを担

う。 
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３ 地域公共交通特定事業 

（１）地域公共交通特定事業の内容 

本県の基幹的な公共交通である「ことでん」の維持・活性化を図るため、「地域公共

交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく鉄道事業再構築事業を実施し、まちづ

くりと連携した持続可能性・利便性の高い公共交通ネットワークへの再構築を図ります。 

 

（２）鉄道事業再構築事業を実施する線区 

高松琴平電気鉄道 琴平線（伏石駅～琴電琴平駅間） 

 

（３）鉄道事業再構築事業の方向性 

高松琴平電気鉄道(株)は第一種鉄道事業者として、引き続き、鉄道施設の保守管

理、運行を担い、香川県及び沿線市町（高松市、丸亀市、さぬき市、三木町、綾川

町、琴平町、まんのう町）は、路線の維持と利用者の利便を確保するため、協定に基

づき、まちづくりと連携した新駅整備（琴平線 太田・仏生山駅間）や複線化事業

（琴平線 栗林公園・仏生山駅間）など利便性向上に資する事業を支援するほか、高

齢者に対する公共交通利用支援や電車・バス乗継割引拡大事業その他の利用促進に資

する事業を推進します。 
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４ 計画の推進体制 

（１）関係者の役割 

 本計画の推進のため、「県」「市町」「交通事業者」「県民」などの関係者が、それぞ

れの役割を担うとともに、連携・協働して取り組みます。 

 

県 

・ 国と連携しつつ、市町を中心とした地域の関係者が行う地域

公共交通の活性化・再生を推進するための検討・合意形成や、

取組の実施に必要な財政的支援、情報提供、助言等を行う。 

・ 広域的な観点から、地域の基幹的な交通である広域交通及び

地域交通（幹線）について、交通事業者・市町等と連携・協

力して、その活性化・再生に取り組む。 

市町 

・ 地域の実情に応じた最適な公共交通のあり方を踏まえて、主

に地域に密着した交通（地域交通（支線））について、その活

性化・再生に取り組む。 

・ 広域交通や幹線についても、支線と接続するなど、地域の公

共交通として重要な役割を担うことから、県等と連携・協力

して、その活性化・再生に取り組む。 

交通事業者 

・ 地域の交通インフラを担う者として、地域の実情に応じた移

動サービスを提供し、自らまたは他の公共交通事業者等と連

携して、提供する移動サービスの質の向上に取り組む。 

・ 協議会等における協議に積極的に参画するとともに、地域に

おいて合意がなされた取組を着実に実施する。 

国 

・ 地域の関係者が一体となって行う地域公共交通の活性化・再

生の取組を推進するため、財政的支援、情報提供、助言等の

援助を行う。 

県民、 

公共交通利用者 

・ 地域公共交通の重要性を理解し、当事者意識をもって積極的

に利用する。 

・ 地域の一員として、地域公共交通の活性化・再生に向けた検

討に参加する。 
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（２）計画全体の進捗管理・評価方法 

 本計画の進捗管理は、香川県地域公共交通活性化協議会において、施策の実施状況

や、各指標の達成状況を評価することにより行うとともに、施策や、事業内容の見直

しを適宜行います。 

 

図 83 計画の進捗管理イメージ 

 

 

  

計画策定・運用 

施策の実施 

施策の実施状況の評価 

評価を踏まえた見直し 
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用語解説 

用語 説明 

４段階推定法 ゾーンに区分された対象地域の将来の交通需要を、(１)ゾーン別の

発生集中交通量、(２)ゾーン間の分布交通量、(３)交通手段別の分

担交通量、(４)経路別の配分交通量の４段階に分けて順に推定する

手法。 

ＡＩ Artificial Intelligence（人工知能）の略称。コンピュータを使っ

て、学習・推論・判断など人間の知能のはたらきを人工的に実施す

るための技術。 

Ｃ＆Ｒ（サイク

ル ア ン ド ラ イ

ド） 

自宅から最寄りの駅やバス停まで自転車で移動して駐輪し、そこか

ら公共交通機関を利用して目的地まで移動する方法。 

ＤＸ（デジタル

トランスフォー

メーション） 

電子化されたデータとデジタル技術の活用により、社会起点で新た

な価値を創出し、サービスやビジネスモデル、組織等に変革がもた

らされること。 

ＧＴＦＳ General Transit Feed Specification の略称。経路検索サービス

や地図サービスへの情報提供を目的として策定された世界標準の

公共交通データフォーマット。 

ＩＣＴ Information and Communication Technology の略称。情報・通信に

関する技術の総称。 

ＩＣカード 情報(データ)の記録や演算をするためのＩＣ(集積回路)を内蔵し

ているカード。交通系ＩＣカードは繰り返しチャージ(入金)して利

用でき、非接触で運賃の決済ができる。 

ＭａａＳ Mobility as a Service の略称。個々の利用者の移動ニーズに対応

して、複数の公共交通機関や公共交通以外の移動サービスを最適に

組み合わせ、観光、小売、医療・福祉、教育等の多様な移動以外の

サービスとも連携し、一括した検索・予約・決済等を提供するサー

ビス。 

ＯＤデータ Origin（出発地）と Destination（到着地）の組み合わせを略してＯ

Ｄといい、ある人がどこから（出発地）どこまで（到着地）移動し

たかを示すデータのことをＯＤデータという。交通の実態把握に利

用する。 

Ｐ＆Ｒ（パーク

アンドライド） 

自宅から最寄りの駅やバス停まで自動車で移動して駐車し、そこか

ら公共交通機関を利用して目的地まで移動する方法。 

ＱＲコード決済 スマートフォンのカメラ機能や決済端末を利用しＱＲコードを読

み取ることで、利用代金の支払いができる決済方法。 
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用語 説明 

ＵＪＩターン Ｕターン、Ｊターン、Ｉターンの総称で、大都市圏から地方に移住

すること。Ｕターンとは、地方から進学や就職などで都市に移住し

た人が、再び生まれ育った地域に戻ること。Ｊターンとは、進学や

就職で地方から都市に移住した後、生まれ育った地域に近い地方都

市に移住すること。Ｉターンとは、都市部に生まれ育った人が、地

方に移住することを指す。 

相乗り自動車 本来は別々に移動する人たちが、一台の自動車に同乗して移動する

こと。 

アクセシビリティ サービスや情報等へのアクセスのしやすさのこと。 

インターネット

モニター 

パソコンやスマートフォンでインターネットを通じてアンケート

を行う調査制度。 

インバウンド 「外国人の日本旅行（訪日旅行）」あるいは「訪日外国人観光客」

のこと。 

営業キロ 鉄道等の営業線の長さを示すキロ程のこと。運賃計算などの基礎に

なっている。 

エコ金デー 毎週金曜日を『エコ金デー（マイカー通勤自粛デー）』とし、特に

通勤時のマイカー利用の自粛と公共交通機関の利用促進を図り、車

と公共交通機関の共存する社会を目指す取組。 

エコ通勤優良事

業所認定制度 

エコ通勤に関して高い意識を持ち、エコ通勤に関する取組を積極的

に推進している事業所を認証・登録し、その取組を国民に広く紹介

する、公共交通利用推進等マネジメント協議会の制度。 

オープンデータ インターネット等を通じて、誰もが容易にデータを利用（加工、編

集、再配布等）できるよう、営利目的、非営利目的を問わず、二次

利用可能なルールのもと、機械判読に適した形式で、無償で提供さ

れるデータのこと。 

カーボンニュー

トラル 

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、植林、森林

管理などによる吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにするこ

と。 

貨客混載 旅客自動車運送事業者は旅客の運送に、貨物自動車運送事業者は貨

物の運送に特化してきた従来のあり方を転換し、両事業の許可をそ

れぞれ取得した場合には、一定の条件のもとで事業の「かけもち」

を行うことができる仕組み。 

基幹公共交通ネ

ットワーク 

都心と拠点地区、または、拠点地区相互を結び、都市内の広域移動

を担うとともに、都市の骨格形成に寄与するネットワーク。 

キャッシュレス

決済 

現金を使用しない決済方法。クレジットカードや電子マネー、バー

コードやＱＲコードを介したコード決済などがある。 

クレカタッチ 決済端末にクレジットカードやスマートフォンをかざすだけで支

払いが完了する非接触型の決済方法。 
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用語 説明 

交通結節点 鉄道やバス、自転車、自動車などの複数の交通手段が集まり、相互

に乗り換えることができる場所。 

交通弱者 移動に際し不便や困難を抱える人や、公共交通機関を使えない人、

自家用車を使えない人等を指す。免許非保有者や子ども、高齢者を

指すことが多い。 

コミュニティバス 地方自治体がまちづくりなど住民福祉の向上を図るため交通空白

地域・不便地域の解消、高齢者等の外出促進、公共施設の利用促進

を通じた『まち』の活性化等を目的として、自らが主体的に運行を

確保するバス（コミュニティバスの正式な定義が決まっているわけ

ではない）。 

コンパクトプラ

スネットワーク 

人口減少・高齢化が進む特に地方都市において、地域の活力を維持

するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者が

安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して、コンパクトなま

ちづくりを進めること。 

サイクルツーリ

ズム 

自転車に乗ることそのものを楽しむ、あるいは自転車で地域を巡

り、沿線の魅力を楽しむ取組。 

サイクルトレイン 自転車を解体せず、そのまま鉄道車両内に搭載し輸送するサービ

ス。 

サイクルポート 一定の地域内に複数配置された自転車の貸出・返却拠点のこと。借

りたサイクルポートとは異なるサイクルポートに返却することが

できる。 

シェアサイクル 自転車を共同利用する交通システム。相互利用可能な複数のサイク

ルポートを都市内の各所に配置した新たな都市交通手段。 

シナリオ分析 将来の環境や状況について複数の仮定を立てて、それぞれのシナリ

オにおけるリスクや機会を分析する手法。 

社会インフラ 人間の活動の基盤（infrastructure）の中でも、特に生活や福祉に

関するもの。 

集約型都市構造 圏域内の中心市街地や駅周辺等を、都市機能の集約を促進する拠点

（集約拠点）として位置づけ、集約拠点と圏域内のその他の地域を

公共交通ネットワークで有機的に連携することで、圏域内の多くの

人にとっての暮らしやすさと圏域全体の持続的発展を確保する都

市構造。 

生活利便施設 住宅の周辺にある、生活に必要な諸々の施設のこと。銀行、郵便局、

病院、スーパーマーケット、商店街、飲食店、クリーニング店、コ

ンビニエンスストアなど。 
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用語 説明 

地域公共交通特

定事業 

地域公共交通計画に定められる事業のうち、特に重点的に取り組む

ことが期待される事業であり、鉄道事業再構築事業、地域公共交通

利便増進事業、地域旅客運送サービス継続事業等の事業がこれに該

当する。この事業は国による認定制度が設けられており、認定を受

けた事業については、関係法律の特例による支援措置を受けること

ができる。 

チケットアプリ スマートフォンでチケットの検索や予約をキャッシュレスで利用

するためのアプリ。 

デマンド型バス 予約に応じて乗合で運行する形態のバス。 

トリエンナーレ ３年に一度開催される展覧会や芸術祭などを指す言葉。イタリア語

で「３年ごと」という意味。 

トリップ ある目的（例えば、出勤や買物など）を持って起点から終点へ移動

する際の、一方向の移動を表す概念であり、同時にその移動を定量

的に表現する際の単位。 

ノンステップバ

ス 

利用者の乗降をより容易にするため、地上から車両の床面までの地

上高が 65cm 以下の車両であって、ステップ（階段）を解消したバ

ス。 

バスロケーショ

ンシステム 

ＧＰＳ等を用いてバスの位置情報を収集し、バス停の表示板や携帯

電話、パソコンにバスの位置情報や接近情報、遅延情報等を提供す

るシステム。 

パターンダイヤ 公共交通機関がある一定の間隔で周期的に運行するダイヤ。 

標準的なバスフ

ォーマット 

バス事業者と経路検索等の情報利用者との情報の受渡しのための

共通フォーマット。国土交通省により 2016 年から標準化が進めら

れており、ＧＴＦＳを元に作られた、交通事業者と開発者の双方に

優しいフォーマット。 

フリンジパーク 都心部への車の乗り入れを抑制するため、都心部の外周に計画的に

配置された路外駐車場。 

モーダルコネクト 日常生活や経済活動を支える重要な基盤である道路ネットワーク

と多様な交通モードを連携、強化し、利用者が交通を選択しやすい

環境を作ること。 

モーダルミックス 都市部の輸送需要をさまざまな交通手段（モード）の特性を活かし

て組み合わせて、最適な配分を行うこと。 

ユニバーサルデ

ザイン 

障害の有無や年齢、性別、人種等にかかわらず、誰もが利用しや

すいように、まちづくりや環境づくりを行っていこうとする考え方。  



 

 

 


